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第１ 監査の概要

１ 監査の目的

定例監査は、都の財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理及び事務の執

行が、法令等の趣旨に則って適正に行われているかを主眼に地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項及び第４項に基づき毎年度実施する監

査である。

２ 監査期間

平成１４年４月１８日から平成１５年１月１５日まで

３ 監査の観点

監査の実施に当たっては、予算の執行及び財産管理などが適正に行われているか

という合規性の観点から検証するとともに、最少の経費で最大の効果があがるよう

事務運営がなされているかという経済性・効率性の観点及び事務事業が所期の目的

を達成しているかという有効性の観点にも十分留意することとした。

４ 監査対象局

監査対象局は、知事部局、公営企業局、行政委員会の全２９局であり、監査実施

箇所数は表１のとおりである。

（表１）監査実施箇所数

監査対象箇所数 監査実施箇所数 実 施 率 (％)

本 庁 １３５ 部 １３５ 部 １００

事 業 所 ８４３ 所 ３４２ 所 ４０．６

計 ９７８ ４７７ ４８．８

なお、実地監査を行った本庁及び事業所は別表（６３ページ）のとおりである。

５ 重点監査事項

今回の監査においては、次の（１ （２）及び（３）を重点監査事項として設定）、

し、監査を実施した。

（１）内部検証システム

、 、全局を対象とし 事務の管理体制が適切に整備されかつ十全に機能しているか
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自己検査の実施体制はどのような状況かについて検証を行った。

（２）国庫補助金に係る事務処理

監査対象は６９事業、１，５３７億１，８１８万余円である。

（表２）国庫補助金の局別内訳

局 名 事業数（件） 補助金額（万円）

生活文化局 ５ １，１００億７，１８１

都市計画局 ３ ２０億７，２８６

環 境 局 １ ４，７７４

福 祉 局 １０ ５３億４，１２５

健 康 局 ２２ ７９億５，３５０

産業労働局 １７ １３億２，５００

住 宅 局 １０ ２６９億０，２８７

教 育 庁 １ ３１５

合計 ６９ １，５３７億１，８１８

（３）運営費補助金に係る事務処理

監査対象は健康局所管の６事業、２１億２，７６４万余円である。
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第２ 監査結果の概要

１ 指摘件数

指摘等の局別及び事項別件数は、次の表のとおりである。

（表３）局別指摘事項等分類表 （単位：件数）

指摘事項等分類 歳入 歳出 指摘事項等

局 名 収入 支出 財 産 その他 計 意見要望 掲載ページ（ ）（ ）

大 学 管 理 本 部 １ ２ ３ １５

主 税 局 ２ ２ １７

生 活 文 化 局 １ １ １ ２０

都 市 計 画 局 １ １ ２２

環 境 局 ３ ３ ２３

福 祉 局 １ １ ２ ２５

健 康 局 １ ２ ３ ２７

病 院 経 営 本 部 ４ ２ ６ ２９

産 業 労 働 局 １ ５ ６ ３２

中 央 卸 売 市 場 ２ １ ３ ３６

住 宅 局 ２ １ ３ ３８

建 設 局 １ １ ４ ６ ４０

港 湾 局 ３ １ ４ １ ４６

交 通 局 １ ３ ４ ５１

水 道 局 １ １ １ ３ ５４

下 水 道 局 ３ ３ １ ５６

教 育 庁 ３ １ ４ １ ５９

指 摘 事 項 等 計 １７ ２９ ８ ３ ５７ ４

（注１）部・所あての指摘は８４部・所、意見要望は４部・所に対して付した。

（注２）重点監査事項についての意見・要望事項の７件は全局にかかわるものであり、この表

には記載していない。

なお、監査の結果、次の局等は、特に指摘する事項等はない。

知事本部、総務局、財務局、出納長室、東京消防庁、警視庁、選挙管理委員会事

、 、 、 、 、務局 人事委員会事務局 監査事務局 地方労働委員会事務局 収用委員会事務局

議会局
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２ 主な指摘・意見の概要

（１）重点監査事項（意見）

ア 事務の管理体制

前渡金などの現金は、取扱いについて特に注意をすることが必要であり、担当

者以外の者による定期的な照合を行うとともに、前渡金管理の責任の所在を明確

にするために照合結果を記録する仕組みが必要である。

イ 自己検査

検査において、改善を要するとされた事項については、その事務を担当する部

・所だけの問題とするのではなく、速やかに局全体へ周知を徹底し、事務の改善

につなげていく仕組みが必要である。

（２）事項別指摘事項

ア 歳入（収入）関係

指 摘 内 容 件 数

①請求漏れや計算間違いなどにより、収入漏れとなっているもの ７ 件

②事務処理の遅延により、収入が遅れているもの ４

③都税について、課税不足となっているもの １

④その他 ５

イ 歳出（支出）関係

指 摘 内 容 件 数

①契約内容や契約目途額が不適切なことにより、不経済な支出が行わ ９ 件

れているもの

②請求書類が添付されていないなど契約の履行確認が不適切なもの ６

③その他 １４

ウ 財産関係

指 摘 内 容 件 数

①台帳と現品とが一致していないなど、財産管理が適切に行われてい ８ 件

ないもの



- 5 -

（３）観点別指摘事項

ア 合規性の観点からの指摘

合規性の観点は、予算の執行及び財産の管理などが条例・規則等に従って適正

、 、 。に処理されているかという観点であり その主な指摘事例は 次のとおりである

○ 不動産取得税の課税を適正に行うべきもの

住宅又は住宅の敷地となっている土地を取得した場合は、不動産取得税を減

額して課税することとされているが、杉並都税事務所では、減額の対象となら

ない事務所及び店舗並びにその家屋に対応する土地の不動産取得税について減

額を行ったことから、１６０万５，９００円が課税不足となっており適正でな

い。

（主税局 p.１８）

○ 契約事務手続を適切に行うべきもの

労働部では、品川技術専門校ほか１３校で使用する訓練用教科書の購入に当

って、特命による契約を平成１３年９月４日に締結しているが、契約の締結日

以前の平成１３年８月３０日に当該教科書を発注しており適切でない。

（産業労働局 p.３２）

○ 契約違約金に係る事務処理を適切に行うべきもの

住宅経営部では、工事請負契約を締結した請負事業者から平成１２年１０月

１１日付けで工事の履行が不能であるとの届出を受けたため、本契約を解除す

ることとし、契約条項に基づき違約金（２６７万７，５００円）を徴収するこ

ととしたが、監査日（平成１４．５．２４）現在、歳入調定を行っておらず適

切でない。

（住宅局 p.３８）

○ 廃止工区の財産処理を速やかに行うべきもの

総務部では、平成１４年３月３１日に廃止した工区のうち６箇所の土地及び

建物の用途を廃止し、財務局長に引き継ぐこととしているが、監査日（平成１

４．５．２４）現在、財務局長への引継が行われておらず適切ではない。

（建設局 p.４１）
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イ 経済性・効率性の観点からの指摘

経済性・効率性の観点は、無駄な支出を防止し、最少の経費で最大の効果があ

がるよう効率的に事務処理がされているかという観点であり、その主な指摘事例

は、次のとおりである。

○ 電気料の負担を求めるべきもの

保健科学大学では２件の工事契約の締結に際し、それぞれの仕様書に「工事

において使用する電力及び用水は有償支給する」と定めているが、両工事に当

たり請負業者に電力を使用させているにもかかわらず、電気料を負担させてい

ないのは適切でない。

（大学管理本部 p.１５）

○ 電気供給契約を見直すべきもの

多摩建築指導事務所では、平成１１年４月以降、業務用空調機を使用してい

ないにもかかわらず、業務用空調機運転用の低圧電力供給契約を継続している

、 （ ， ） 。ことから 基本料金 年額１１万５ ０００円 を払い続けており適切でない

（都市計画局 p.２２）

○ 郵券の購入を適切に行うべきもの

子ども家庭部では、平成１４年３月中に郵券を２２０万円購入しているが、

３月中の使用量を見込まないまま購入したため、３月中に購入したすべてを翌

年度に繰り越しており適切でない。

（福祉局 p.２５）

また、健康局医療サービス部においても、同様な事例が認められた。

（健康局 p.２７）

○ 行政財産の使用許可に伴う使用料の取扱いを適正に行うべきもの

、 、 、経営企画部では 駐車場施設等として 行政財産の使用許可を行っているが

病院会計における、行政財産の使用料は、消費税分を含まない評価額により算

定されているにもかかわらず、消費税分が使用料の算定に含まれているとして

取り扱ったため、５８９万５９１円の使用料（消費税分）が徴収不足となって

おり適切でない。
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（病院経営本部 p.２９）

また、港湾局臨海開発部においても、同様な事例が認められた。

（港湾局 p.４７）

○ 文書交換業務の手段・方法について検討すべきもの

南部第一支所では、文書交換業務にタクシークーポン券を使用しているが、

新宿郵便局長から承認を受けている巡回郵便を利用すれば、１０K gまで往復

１，０６０円の経費で文書交換業務を行うことができることから、日常的な文

書交換業務の手段・方法について、より経済的な方法を導入するよう検討され

たい。

（水道局 p.５５）

○ 予定単価の設定を適切に行うべきもの

福利厚生部では、成人病検診ほか２検診の委託契約の締結に当たり、誤った

単価を予定単価として設定し検診機関と契約したことから、１４１万余円が過

大支出となっており適切ではない。

（教育庁 p.５９）

ウ 有効性の観点からの指摘

有効性の観点は、事業は所期の目的を達成しているか、事業は所期の成果をあ

げているかという観点であり、その主な指摘事例は、次のとおりである。

○ 給食業務の委託について検討すべきもの

職員部では、自動車営業所等全３１か所の事業所において、食堂、厨房を設

け、委託により給食業務を行っているが、職員の利用率を見たところ、一部の

事業所においては、１５％から１７％となっているなど、低調な利用実績とな

っていることが認められたことから、利用率の低い事業所における業務の見直

しを行うなど給食業務の委託について検討されたい。

（交通局 p.５３）



- 8 -

第３ 監査の結果

１ 重点監査事項

（１）内部検証システム

事務の管理体制、自己検査の実施体制の状況について検証を行った。

ア 事務の管理体制

現金及び物品の管理事務、契約事務について、事務の適正を確保するための執

行体制、チェック体制は適切なものとなっているかの観点から検証した。

（ア）現金及び物品の管理事務について

現金及び物品の管理事務の適正を確保するための執行体制、チェック体制は

適切なものとなっているかについては、前渡金、収納金、物品の各項目につい

て確認した｡

ａ 前渡金について

前渡金について、管理を行う者が明確に定められているかを事務分担表等

で確認したところ、各部・所において、おおむね明確に定められていること

が認められた。

しかし、前渡金を管理している者以外の者が定期的に現金出納簿と預金通

帳及び現金とを照合し、照合の結果を記録しているか確認したところ、照合

の記録が行われているのは、少数の部・所であった。一方、一部の部・所に

おいては、次のとおり、不適切な事例が見受けられた。

① 定期的に現金出納簿の点検を行っておらず、入力漏れや誤記帳により、

現金出納簿の残高が通帳の残高に一致していない。

② 前渡金で受けた金額を受領した日にすべて支出し、清算残金がない場合

については、前渡金受払簿に記帳していない。

③ 資金前渡の清算残金は用件終了後直ちに返納しなければならないとされ

ているが、用件が終了してから２か月以上経過してから、返納手続を行っ

ている。

（意見）

前渡金などの現金は、取扱いについて特に注意をすることが必要であり、

これらの事例は、前渡金を管理している者以外の者が定期的に照合を行うこ

とで発見できるものであることから、担当者以外の者による定期的な照合を

行うとともに、前渡金管理の責任の所在を明確にするために照合結果を記録

する仕組みが必要である。
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ｂ 収納金について

領収書を発行する場合に連番管理が行われ、書き損じ等の領収書が保存さ

れているか確認したところ、多くの部・所では連番管理を行うとともに、書

き損じ等の場合は、その領収書を保管している。

しかし、一部の部・所において、書き損じた領収書を保存していない事例

も認められた。

（意見）

領収書は収納金のもととなる帳票であることから、領収書の連番管理の意

義を踏まえ、書き損じた領収書を保存する必要がある。

ｃ 物品について

物品について定められた管理帳票と現品との照合が定期的に行われ、その

事実及び照合結果が記録されているか確認したところ、照合の記録が行われ

ているのは、少数の部・所であった。一方、一部の部・所においては、次の

とおり、不適切な事例が見受けられた。

、 、① 年度末において 物品管理者は物品の状況を確認しなければならないが

確認をしていない。

② 出納機関から払い出しを受けた郵券を物品受払簿に記載していない。

次に、物品の利用状況が常時把握され、それぞれの物品の更新の是非や購

入時期等の判断等に活用されているか、把握の状況を確認するとともに、そ

れが活用できるよう管理されているか確認したところ、利用状況を常時把握

し、活用できるよう管理しているのは少数の部・所であった。

（意見）

物品は適正に、かつ有効活用できるよう管理するとともに、その更新の是

非や購入時期等の判断に当たっての基本的な情報となるものであるから、そ

の利用状況を常に把握する必要がある。

（イ）契約について

契約に関する事務の適正性を確保するための執行体制、チェック体制は適切

なものとなっているかについては、契約事務、検査員の各項目について確認し

た。
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ａ 契約事務について

契約事務担当者が明確に定められているかを事務分担表等で確認したとこ

ろ、各部・所において、おおむね明確に定められていることが認められた。

次に、業者選定に当たり、指名業者がかたよらないように工夫しているか

確認したところ、①指名業者がかたよらないよう実績をデーターベース化し

ている、②指名業者の選定に当たり一部を新規業者とする、③都との契約に

おける工事成績を勘案しているなど、多くの部・所において、工夫している

ことが認められた。

ｂ 検査員について

契約に係る検査が適切に実施されているか、検査の方法を確認したところ

多くの部・所は適切に検査を行っているが、一部の部・所において、次のと

おり、不適切な事例が見受けられた。

① 検査員の依頼から検査日までの期間が短く、検査の準備期間が十分に確

保されていない。

② 検査の当日には、本庁以外の送付先への納品が確認されていないにもか

かわらず、検査合格としている。

（意見）

、 、検査は 契約が適正に履行されたかを確認する重要な行為であることから

検査を適切に行うことが必要である。

イ 自己検査

事務の適正を確保するためのチェック体制としての自己検査（公営企業局等の

。） 、 、 、業務監察を含む は適切になされているかについては マニュアル 検査結果

改善状況の各項目について確認した。

（ア）マニュアルについて

マニュアルの内容が局の財務会計に係る行為の適正性を確保する上で、適切

であるか確認したところ、局が独自に作成したマニュアルに局の事務事業を適

切に反映した検査項目を設定していないなど、その内容が不十分である局も認

められた。

（意見）

自己検査マニュアルは出納長室において作成しているが、都の事務事業は多
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岐にわたっており、局固有の事務事業を網羅しているものではないことから、

各局は、局の事務事業に対応した検査項目を追加した自己検査マニュアルを作

成する必要がある。

（イ）検査結果について

自己検査の結果が取りまとめられ、改善を要するとされた事項について、局

全体への周知が図られているか確認したところ、多くの局はすべての部・所に

適切に周知を行っている。

しかし、一部の局では周知していないことが認められた。

（意見）

検査において、改善を要するとされた事項については、その事務を担当する

部・所だけの問題とするのではなく、速やかに局全体へ周知を徹底し、事務の

改善につなげていく仕組みが必要である。

（ウ）改善状況について

自己検査において改善を要するとされた事項が速やかに改善されているか確

認したところ、多くの局は改善しているが、自己検査を行い、所に是正処理を

指示し、その旨を自己検査報告書に記載しているが、所は、その指示に沿った

是正をしていないなどの不適切な事例が見受けられた。

（意見）

検査の結果、改善を要するとされた事項の改善は、自己検査の事後処理とし

て当然に行うべきことであり、改善状況を定期的に確認し、報告させる仕組み

が必要である。

（２）国庫補助金に係る事務処理

国庫補助金に係る事務処理については、特に指摘する事項等はない。

（３）運営費補助金に係る事務処理

健康局所管の都単独運営費補助金に係る事務処理については、特に指摘する事

項等はない。
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大 学 管 理 本 部

１ 実地監査期間

平成１４年５月２０日から同月２８日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 入）

（１）工事にかかる電気料の負担を求めるべきもの

保健科学大学は、大学院開設に伴う内部改修工事契約（工期：平成１３．１２．２８～平成１

４．３．１５、契約金額：４８３万円）と教員研究室整備工事契約（工期：平成１４．２．１６

～平成１４．３．２９、契約金額:４５９万９,０００円）を、Ａと締結している。

ところで、両工事請負契約書の工事特記仕様書には、「この工事において使用する電力及び用

水は、有償支給とする」と定められているが、大学は、両工事に当たり請負業者に電力を使用さ

せているにもかかわらず、監査日（平成１４．５．２２）現在、電気料を負担させていないのは

適切でない。

大学は、早急に工事にかかる電気料の負担を請負業者に求められたい。

（ 保健科学大学 ）

（財 産）

（２）保護具の管理を適正に行うべきもの

職員を危険又は健康障害を及ぼすおそれのある作業に従事させる場合には、東京都労働安全衛

生保護具措置規程（昭和５５年東京都訓令第４６号）第１６条の規定により、保護具を備え、そ

の管理については、保護具台帳により、必要な記録を行うこととされている。

都立大学は、職員の身体及び生命を保護するため、表１のとおり、平成１３年度中に２回、保

護具（保護靴、手袋ほか）を購入しているが、理学部分についての保護具台帳がなく、必要な記

録を行っていないのは適正でない。

大学は、早急に保護具台帳を備え、保護具の管理を適正に行われたい。

（ 都 立 大 学 ）

（表１）平成１３年度保護具の購入契約

購 入 回 第 １ 回 第 ２ 回

１，０４２，７７６円 ９８８，５６４円
契 約 金 額

（うち理学部分 749,270円） （うち理学部分 794,600円）

契 約 日 平成１３．４． １ 平成１３．１１．３０

履 行 期 限 平成１３．４．１３ 平成１３．１２．２０
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（財 産）

（３）物品受払簿への記帳を適正に行うべきもの

東京都物品管理規則（昭和３９年東京都規則第９０号）第２５条第２項の規定によると、物品

管理者は、金券類その他出納長が指定する物品については、物品受払簿を備え、その使用状況を

明らかにしておかなければならないとされており、この物品受払簿には、出納機関からの受入枚

数、日々の使用状況及び残高を記載することとされている。

ところで、科学技術大学における郵券の残高について見たところ、監査日（平成１４．５．２

１）現在、表２のとおり、物品受払簿に記載されている残高数量と物品管理者が保管している現

品数量とに著しい差異が認められた。これは、物品管理者が出納機関から払出しを受けた枚数を

物品受払簿に記載することなく、当面使用が見込まれる枚数のみを物品受払簿に記帳し、残りを

保管していたことによるものである。

大学は、物品受払簿への記帳を適正に行われたい。

（ 科学技術大学 ）

（表２）郵券の監査日現在の残高状況

出納機関からの 物 品 受 払 簿 監査日現在

券 種 払出通知書枚数 受入枚数 残 高 保 管 枚 数

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ａ－Ｂ＋Ｃ)

１０円券 ５００枚 １００枚 ５４枚 ４５４枚

５０ ５００ １００ ８７ ４８７

８０ １,０００ ２００ ６ ８０６

９０ ５００ １００ ７６ ４７６

１００ １,０００ ２００ １８ ８１８

１２０ １,０００ ３００ １６８ ８６８

２７０ ５００ ２００ １３９ ４３９

計 ５，０００ １，２００ ５４８ ４，３４８
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主 税 局

１ 実地監査期間

平成１４年９月２７日から同年１０月３０日まで

２ 指 摘 事 項

（都 税）

（１）早急に家屋の現況を調査し、適正な課税を行うべきもの

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４８条第２項第９号及び第７０２条の２第２項に

よれば、「民法（明治２９年法律第８９号）第３４条の法人がその設置する図書館において直接

その用に供する固定資産」は、固定資産税・都市計画税が非課税とされている。

また、固定資産税及び都市計画税の課税事務の取扱い（平成７年２月２８日付６主資固第１２

３号主税局通達）によれば、家屋の一部が非課税用途に供されている場合、家屋の非課税処理は、

家屋の総床面積のうち非課税用途に供されている部分の床面積に基づいて行い、土地の非課税処

理については、当該家屋の敷地となっている総地積に家屋の総床面積に対する非課税用途に供し

ている部分の床面積の割合（以下「案分比率」という。）を乗じて得た地積に基づいて行うこと

とされている。

ところで、千代田都税事務所は、Ａが所有する千代田区大手町一丁目所在の家屋（地上１８階

・地下５階、昭和４１．１０．２７新築）の一部に、図書館の用に供する部分があることから、

当該家屋及びその敷地である土地について、いずれもその一部を非課税としたうえ、固定資産税

・都市計画税を課税しているが、次のような状況が見受けられる。

ア 当初、当該家屋は未登記であったため、所は、独自の調査により認定した総床面積（４万２，

６９３．１７ｍ ）に基づき、非課税処理を行ったうえ当該土地・家屋に対して課税していた。２

しかしながら、その後、昭和６３年に表示登記がなされた際に、所は表１のとおり、当該家屋

に対しては、当該家屋の総床面積を登記簿上の総床面積（４万１，０１５．９１ｍ ）に変更し２

たうえで、非課税処理後に課税しているが、当該土地に対する課税については、従前どおりの

総床面積に基づき、非課税処理後に課税している。

イ 当該家屋の図書館部分は平成６年に８階から６階へ移転されていることが、実地調査（平成

１４．１０．２３）により確認されたが、所は、移転後の非課税床面積の現況調査を行ってい

ない。

所は、早急に家屋の現況を調査し、適正な課税を行われたい。

（ 千代田都税事務所 ）
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（表１）課税状況（平成１３年度）

家 屋 土 地

固定資産税 都市計画税 固定資産税 都市計画税

２ ２総床面積・総地積 41,015.91ｍ 4,251.28ｍ

２非 課 税 床 面 積 912.02ｍ

２案 分 比 率 912.02ｍ

２42,693.17ｍ

非 課 税 地 積 90.55㎡

課 税 標 準 額 3,496,804,700円 8,222,071,593円 8,854,271,815円

税 額 48,955,265円 10,490,414円 115,109,002円 26,562,815円

非 課 税 相 当 額 1,113,313円 238,567円 2,505,314円 578,086円

（都 税）

（２）不動産取得税の課税を適正に行うべきもの

地方税法第７３条の１５及び附則第１１条の２によれば、不動産取得税の税率は、土地、家屋

とも４％であるが、家屋のうち住宅の取得に対する税率は３％とされている。

また、家屋の取得と同時に、又は前後一定の期間内に住宅の敷地となっている土地を取得した

場合、当該土地については、税率４％で算定した税額から４分の１に相当する額を減額（以下

「４分の１減額」という。）して課税することとされている（附則第１１条の３第１項）。

ところで、杉並都税事務所は、平成１３年７月２４日、Ｂが平成１２年７月２８日に取得した

杉並区成田東五丁目所在の家屋９戸（区分所有家屋、１棟の総床面積：４，２０８．７７ｍ 、１２

棟の全戸数：７９戸）を全て住宅として税率３％を適用し、また、同時に取得した当該区分所有

家屋の敷地である土地（５８８．０８ｍ ）については、４分の１減額を当該土地の全体に適用し２

て課税している。

しかしながら、Ｂが取得した９戸のうち２戸（床面積４９．８１ｍ 及び５１．５９ｍ ）は、２ ２

住宅に該当するものの、他の７戸は事務所又は店舗であることから、表２のとおり、不動産取得

税が土地・家屋合計で１６０万５，９００円課税不足となっている。

所は、不動産取得税の課税を適正に行われたい。

（ 杉並都税事務所 ）
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（表２）不動産取得税課税状況等

区分 床面積 課税標準額 差（税額）
正 誤（課税状況）

用途 税率 税額 用途 税率 税額

ア 16.30ｍ 804,000円 事務所 ４％ 32,100円 住 宅 ３％ 24,100円 8,000円２

イ 62.56 3,087,000 店 舗 〃 123,400 〃 〃 92,600 30,800

家 ウ 59.39 2,931,000 〃 〃 117,200 〃 〃 87,900 29,300

エ 88.34 4,360,000 〃 〃 174,400 〃 〃 130,800 43,600

オ 37.90 1,870,000 〃 〃 74,800 〃 〃 56,100 18,700

屋 カ 26.94 1,329,000 〃 〃 53,100 〃 〃 39,800 13,300

キ 27.55 1,359,000 〃 〃 54,300 〃 〃 40,700 13,600

小 計 157,300

148,430,000円 × 4％ 148,430,000円 × 4％ 1,448,600円

土 (所 在) －148,430,000円 × －148,430,000円 ×

杉並区成田東五丁目 ※14.17ｍ ( ) 588.08ｍ ( )２ ２減額対象地積 減額対象地積

(課税標準額) 588.08ｍ ( ） 588.08ｍ ( ）２ ２総地積 総地積

地 148,430,000円 ×4％×1/4 ×4％×1/4

＝5,901,400円（税額） ＝4,452,800円（税額）

合 計 1,605,900円

（注※）減額対象地積１４．１７ｍ は、土地の総地積(588.08ｍ )に家屋の総床面積(4,208.77ｍ )２ ２ ２

に対するＢが取得した住宅の床面積(101.40ｍ )の割合を乗じて得た地積である。２
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生 活 文 化 局

１ 実地監査期間

平成１４年１１月５日から同月１４日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 出）

（１）契約目途額を適切に算定すべきもの

都民協働部は、都内でも特に交通が集中し、違法駐車による渋滞が著しい主要幹線及び繁華街

地域を対象に、関係部局及び警視庁と連携し違法駐車対策に取り組んでおり、関係住民等の周知

用として、「交通渋滞解消のための違法駐車対策」パンフレットを、表１のとおり、２回印刷し

ており、１回目の印刷が終了した後、版下を業者から回収したとしている。

しかしながら、２回目の印刷契約について見たところ、１回目に製作した完全版下を局から支

給するとしているにもかかわらず、１回目と２回目の単価がほぼ同額であり、版下に要する経費

（約１３万６，０００円）が契約目途額における単価に反映されていないのは適切でない。

部は、契約目途額を適切に算定されたい。

（ 都民協働部 ）

（表１）パンフレット印刷について
契約締結日 部数 契約先 契約目途額 単価

平成13年7月 4日 15,000部 Ａ 416,100円 27.74円

平成13年9月11日 10,000 Ａ 270,000 27

３ 意見・要望事項
（歳 入）

（１）テナント等に係る光熱水費の納入回数を増やすよう検討すべきもの

文化振興部は、東京都江戸東京博物館及び東京都写真美術館（以下「江戸博等」という。）に

おけるレストランなどのテナント等に対して行政財産の使用許可を行い、光熱水費は使用者の負

担とするとしている。

一方、部は、「平成１３年度東京都江戸東京博物館等管理運営委託」契約を財団法人東京都歴

史文化財団（以下「財団」という。）と締結しており、テナント等に係る光熱水費については、

財団が、委託契約書第１７条第３項に基づいて、テナント等に対して請求を行い、料金を受領し、
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部の指示するところにより、預金利子とともに、納入するものとしている。当該光熱水費の納入

は、表２のとおり、年２回行われており、その間テナント等から徴収した光熱水費は財団にプー

ルされた状態となっている。

ところで、都は、江戸博等で必要とする光熱水費を含めた委託料を財団に予め支払っており、

財団は、管理運営経費として、テナント等が負担すべき光熱水費を含め、都の委託料から支出し

ていることから、部は、財団が受領した光熱水費について、納入回数を増やすよう検討されたい。

（ 文化振興部 ）

（表２）江戸東京博物館及び東京都写真美術館に係るテナント等の光熱水費納入状況

（単位：円）
江戸東京博物館 写真美術館 計

平成１３年 ２月 1,733,323 112,862 1,846,185
３月 1,386,343 122,341 1,508,684
４月 1,619,132 122,588 1,741,720
５月 1,851,777 132,187 1,983,964
６月 1,522,637 132,790 1,655,427
７月 1,741,270 157,095 1,898,365

小計（都への納入金額） 9,854,482 779,863 10,634,345
８月 1,949,221 146,939 2,096,160
９月 1,916,774 139,387 2,056,161

１０月 2,218,324 120,480 2,338,804
１１月 1,539,166 123,393 1,662,559
１２月 1,145,800 113,660 1,259,460

平成１４年 １月 1,323,461 118,655 1,442,116
小計（都への納入金額） 10,092,746 762,514 10,855,260

年 間 計 19,947,228 1,542,377 21,489,605
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都 市 計 画 局

１ 実地監査期間

平成１４年５月１４日から同月２４日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 出）

（１）分庁舎の電気供給契約を見直すとともに空調機の活用方法を検討すべきもの

多摩建築指導事務所は、立川合同庁舎に隣接する旧多摩モノレール事務所の庁舎を平成７年８

月に建設局より引き継いでおり、監査日（平成１４．５．２０）現在、書類保管庫、会議室、運

転手控室等の庁舎（プレハブ造・２階建、床面積 ７５４．１４ｍ 。以下「分庁舎」という。）２

として使用している。

ところで、所は、この分庁舎の電力用として、一般的な従量電灯供給契約と業務用空調機（７

台）運転用の低圧電力供給契約の２種類をＡと締結している。

しかしながら、所で、電気料金領収書等を見たところ、従量電灯で利用できる小型空調機を設

置したことなどから、平成１１年４月以降、業務用空調機を使用していないにもかかわらず、低

圧電力供給契約を継続したまま、基本料金（年額１１万５，０００円、平成１３年度分）を払い

続けており適切でない。

所は、早急に分庁舎の低圧電力供給契約を見直すとともに、使用されていない空調機の活用方

法を検討されたい。

（ 多摩建築指導事務所 ）
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環 境 局

１ 実地監査期間

平成１４年５月１４日から同月２３日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 出）

（１）業務委託契約書の作成を適正に行うべきもの

廃棄物対策部は、八王子市西寺方町周辺の環境調査に係る委託契約（契約年月日：平成１４．

２．１９、契約金額：４３０万５，０００円）をＡと締結している。

ところで、業務委託契約における仕様書の作成に当たっては、「所要人員の指定」をしないこ

ととし、契約書に添付する内訳書等には、人数及び一人当たりの単価を表示しないこととされて

いる（「業務委託等の契約内容について」（昭和５２年３月５日付５１財経庶第１２０１号財務

局経理部長通知））。

しかしながら、当該契約書の内訳書を見たところ、部は、直接人件費として、現地調査・計画、

装置設置・撤去業務など作業内容ごとに人数及び単価を表示しているのは適正でない。

部は、業務委託契約書の作成を適正に行われたい。

（ 廃棄物対策部 ）

（歳 出）

（２）書類の発送回収業務委託を適切に行うべきもの

廃棄物対策部は、産業廃棄物の収集・運搬及び処分を行う業者に対し、産業廃棄物指導業務等

の基礎資料にすることなどを目的として、産業廃棄物実績報告書等発送・回収業務に係る委託契

約（契約期間：平成１３．７．３～平成１３．１１．３０、契約金額：７８７万５，０００円）

をＢと締結している。

ところで、当該契約の金額内訳のうち、郵送費について見たところ、次のとおり、内訳書の作

成及び契約内容の履行確認について適切を欠く処理を行っていることが認められた。

① 郵送費について、実施原議では２５８万２，８４０円と積算（内訳を明示）されているが、

契約書の内訳書には、積算金額を上回る２６５万円の金額を記載してあるのみで、その計算の

基礎を明らかにした内訳が明示されていない。

② 産業廃棄物実績報告書等の発送件数について、仕様書では３万６，４９５件としているのに

対し、納入物件である集計結果報告書では３万５，５１４件となっており、９８１件の差異が

生じている。

部は、書類の発送回収業務委託を適切に行われたい。

（ 廃棄物対策部 ）
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（歳 出）

（３）契約事務を適切に行うべきもの

環境科学研究所は、白衣等の洗濯をＣとの単価契約（契約期間：平成１３．４．１～平成１４．

３．３１、推定総金額 ２７万４，０５０円）により行っている。

この契約の平成１３年４月分について見たところ、表１のとおり、発注数量と納品数量及び請

求数量とに不一致が認められた。

所は、契約事務を適切に行われたい。

（ 環境科学研究所 ）

（表１）白衣等洗濯の発注、納品及び請求状況

品 名 単 価 発注数量 納品数量 請求数量

作業服上衣 ４５０円 １１枚 １０枚 １１枚

作業服ズボン ４５０ １４ １２ １４

白衣 ５００ １３ １５ １７

防寒服 １，０００ ５ １ １

金 額 22,750円 18,400円 20,750円



- 25 -

福 祉 局

１ 実地監査期間

平成１４年１０月１８日から同月３１日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 入）

（１）軽費老人ホーム利用者の入院時における利用料の減額処理を適正に行うべきもの

東村山老人ホーム（以下「ホーム」という ）が運営する軽費老人ホームむさしの園の利用料。

（暖房料を含む。以下「利用料」という ）については、疾病等により医療機関に入院したとき。

は、利用料を減額することができるとされている（東京都軽費老人ホーム条例施行規則（昭和

３６年東京都規則第１２３号）第６条第１項 。この減額については、利用料の額に軽費老人ホ）

ームを利用しなかった日数を当該利用しなかった日の属する月の日数で除した数を乗じて得た

額とするとしている（同条第２項 。）

ホームにおいて、利用者の入院時における減額の状況について見たところ、表１のとおり、

入院日数を誤って認定したため、利用者から過大に利用料を徴収している事例が認められた。

ホームは、利用者の入院時における利用料の減額処理を適正に行われたい。

（ 東村山老人ホーム ）

（表１）軽費老人ホーム利用料の減額状況 （単位：円）

利 用 者 Ａ Ｂ

利 用 年 月 平成１３年１１月 平成１３年 ３月

基 本 利 用 料 ・ 暖 房 料 A ６５，４１０ ６５，４１０

入 院 日 数 １６日 １６日

正 減 額 免 除 額 B ３４，８８６ ３３，７６１

利用料の徴収額 C=A-B ３０，５２４ ３１，６４９

入 院 日 数 １５日 １日

誤 減 額 免 除 額 D ３２，７０５ ２，１１１

利用料の徴収額 E=A-D ３２，７０５ ６３，２９９

過 大 徴 収 額 E-C ２，１８１ ３１，６５０

（歳 出）

（２）郵券の購入を適切に行うべきもの

、 、 （ 、 ）子ども家庭部は 表２のとおり 平成１４年３月１１日 １０円切手ほか６種類 １２６万円

と同月２７日（１４０円切手ほか４種類、９４万円）に郵券を購入しているが、３月中の使用量
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を見込まないまま購入したため、３月中に購入した郵券を翌年度に繰り越しており適切でない。

部は、郵券の購入に当たっては、保有数量と使用予定数量を十分に考慮し適切に行われたい。

（ 子ども家庭部 ）

（表２）平成１３年度末の郵券の購入・残高状況 （単位：枚）

平成１４年 平成１４年

券 種 ３月１日現在 ３月１１日 ３月２７日 ３月中の ３月３１日現在

残高数量 購入数量 購入数量 使用数量 残高数量

１０円 ７００ １，０００ ２５ １，６７５

２０円 ４００ １，０００ ９ １，３９１

８０円 ２，１００ ５，０００ ７４１ ６，３５９

９０円 １，５９０ ２，０００ １６１ ３，４２９

１２０円 １，５００ ２，０００ １７８ ３，３２２

１４０円 １，１００ １，０００ ９３ ２，００７

１６０円 ７３０ １，０００ ５００ ３３ ２，１９７

２００円 １，４００ １，０００ ９０ ２，３１０

２７０円 １，３００ １，０００ ９０ ２，２１０

５００円 １，２１０ ５００ ５００ ７３ ２，１３７

購入金額 円 － 1,260,000 940,000 － －（ ）
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健 康 局

１ 実地監査期間

平成１４年４月１８日から同年５月１０日及び平成１４年６月１９日から同年７月３日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 出）

（１）郵券の購入を適切に行うべきもの

医療サービス部は、平成１４年３月２０日に郵券（５７万６，４００円分）を、表１のとおり

購入しているが、８０円券を除き当該購入分を年度末までに使用せず、翌年度に繰越しているの

は適切でない。

部は、購入時の残高数量とそれ以後の使用予定数量とを十分に勘案して、郵券の購入を適切に

行われたい。

（ 医療サービス部 ）

（表１）平成１３年度末の郵券の購入・残高状況等

平成１４年 ３月２０日～ 平成１４年
券 種 ３月１９日現在 ３月２０日 ３１日までの ３月31日現在

残高数量 購入数量 使用数量 残高数量
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ａ＋Ｂ－Ｃ)

１０円 ４６４枚 １４０枚 ３枚 ６０１枚

２０ ５０７ ２００ ０ ７０７

８０ ４３ ５００ １２０ ４２３

９０ ５９１ ２００ ２ ７８９

１２０ ４６６ ２５０ ９ ７０７

１４０ １６８ ２００ ６ ３６２

２７０ ３１４ ３００ ０ ６１４

３００ ８ ８０ １ ８７

５００ １６９ ２００ ５ ３６４

１０００ １１１ ２５０ ３０ ３３１

（その他）

（２）物品の受入れを適正に行うべきもの

市場衛生検査所は、中央卸売市場における検査業務で使用する毒物・劇物については「毒物・

劇物管理基準 （平成４年２月１９日付３市衛管第７００号、昭和５０年７月３１日付薬発第６」
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６８号厚生省通知に基づき作成）に定める管理簿により、受入及び日々の使用状況を記帳し管理

することとしている。

ところで、所における物品の購入に伴う受入状況について見たところ、適正を欠くもの又は適

切でないものが見られた。

ア 劇物の管理を適正に行うべきもの

所が購入した劇物であるメタノール及びクロロホルムの管理簿への受入状況を見たところ、

表２のとおり、①監査日（平成１４．４．２６）現在、管理簿へ記帳がされておらず、使用状

況が確認できないもの（平成１３．１１．３０に納入されたメタノール７本 、及び②記帳が）

遅れているもの（①以外のメタノール及びクロロホルム）が見られたのは適正でない。

所は、劇物の管理を適正に行われたい。

（ 市場衛生検査所 ）

（表２）管理簿への受入状況

品 名 納 品 日 数量 記 帳 日 数量 受 入 状 況

（受入日）

メ 特級500ｍ? 13.11.30 ５本 － － 管理簿への記帳漏れ平成

タ 13.11.30 ２ － －

ノ 高速液体 13. 9.30 ５ 13.10. 1 ５本クロ 平成

｜ 用１? 13.11.20 ２ 13.11.30 ２ 管理簿への記帳遅れマトグラフ

ル 14. 1.23 ３ 14. 1.28 ３

クロロホルム 13. 3.28 １ 13. 4. 5 １
(特級500ｍ?)

（注）納品場所はすべて築地理化学室である。

イ 購入契約手続を適切に行うべきもの

管理簿に受入として記帳されている薬品等の購入状況について見たところ、表３のとおり、

受入日以降の契約手続となっており適切でない。

所は、購入契約手続を適切に行われたい。

（ 市場衛生検査所 ）

（表３）購入契約の締結状況等

契 約 件 名 管理簿受入日 契約金額 契 約 日 履行期限

エタノールほか３５点の購入 13.10.11 470,389円 13.12.13 13.12.20平成 平成 平成

食塩ほか４１点の購入 13.10.31 386,022 13.12.24 14. 1.10

メタノールほか５２点の購入 13.11.30 603,015 14. 2. 1 14. 2.12

ろ紙粉末100gほか42点の購入 14. 1.28 526,092 14. 2.15 14. 3. 5
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病 院 経 営 本 部

１ 実地監査期間

平成１４年９月２日から同月２６日まで

２ 指 摘 事 項

（収 入）

（１）行政財産の使用許可に伴う使用料の取扱いを適正に行うべきもの

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）では 「国内において資産の譲渡等のうち、土地の譲、

渡及び貸付けは消費税を課さない （第６条関係）と規定しているが、同法施行令（昭和６３年。」

） 、 。」政令第３６０号 で ｢駐車場その他の施設の利用に伴って土地が使用される場合は除外される

（第８条）としている。

ところで、経営企画部では、行政財産の使用許可に伴い、駒込病院の都バス折返場用地及び操

車所事務室の使用料を都交通局から、また、広尾病院ほか６病院の駐車場施設の使用料を財団法

人東京都駐車場公社から表１のとおり徴収している。

しかしながら、病院会計においての使用料は、消費税分を含まない評価額により算定されてい

ることから、消費税相当分を加算して徴収すべきであるにもかかわらず、消費税分が使用料の算

定額に含まれているとして取り扱ったため５８９万５９１円が使用料（消費税分）として徴収不

足となっている。

部は、行政財産の使用許可に伴う使用料の取扱いを適正に行われたい。

（ 経営企画部 ）

（表１）使用許可に伴う使用料等の状況について

使 用 者 徴 収 額 徴 収 内 訳

(算定使用料額) 使用料分 消費税分

３，８７３，６００円 ３，６８９，１４３円 １８４，４５７円都 交 通 局

１１９，８２８，８２２円 １１４，１２２，６８８円 ５，７０６，１３４円財団法人東京都駐車場公社

１２３，７０２，４２２円 １１７，８１１，８３１円 ５，８９０，５９１円計

（収 入）

（２）行政財産の使用許可に伴う使用料の徴収を適正に行うべきもの

墨東病院は、院内の公衆電話２８台の設置について、平成１１年６月１日から平成１４年３月
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３１日までの期間、Ａに対し行政財産の使用許可を行っている。

、 、 、 （ ， ）しかしながら 病院は この使用許可に伴い 平成１１年度分の使用料 １３万４ ４００円

については調定を行っているが、平成１２年度分及び平成１３年度分（各年度１６万１，２８０

） 、 （ ． ． ） 、 、 。円 について 監査日 平成１４ ９ １１ 現在 調定 徴収を行っていないのは適正でない

病院は、行政財産の使用許可に伴う使用料の徴収を適正に行われたい。

（ 墨 東 病 院 ）

（収 入）

（３）適切な費用負担を求めるべきもの

荏原病院では 喫茶室等として使用するため 建物の一部を財団法人東京都福利厚生事業団 以、 、 （

下「事業団」という ）に対し行政財産の使用許可を行っている。。

ところで、当該使用許可書によれば、使用者は使用財産に付帯する諸設備の使用に必要な経費

を負担しなければならない、とされている。

しかしながら、病院では、喫茶室厨房排水管にグリス等が詰まったため、グリスの除去及び排

水管内の清掃を実施し、それに係る経費１２万６，０００円を支出しているが、当該経費は使用

財産に付帯する諸設備の使用に必要な経費であると認められるにもかかわらず、事業団に当該経

費を負担させていないのは適切でない。

病院は、事業団に対し適切な費用負担を求められたい。

（ 荏 原 病 院 ）

（収 入）

（４）光熱水費の徴収を適正に行うべきもの

八王子小児病院では、行政財産の使用許可に当たり、八王子市が設置している院内学級に係る

光熱水費を「行政財産の使用許可に伴う光熱水費等の計算方法 （昭和４４年７月３１日付４４」

財管一発第２５２号）に基づき算定し、徴収している。

しかしながら、この調定内容を調査したところ、子メーターのない水道の上下水道料金につい

て、①２か月毎に徴収を行っているにもかかわらず、誤って１か月分の料金しか徴収を行ってい

ないこと ② 行政財産の使用許可に伴う光熱水費等の計算方法の一部改正について 通知) (平、 「 （ 」

成１３年２月２０日付１２財財総第３１１号）で水栓取付口径１３mmの１個１時間当たりの算定

流量が０．６３ｍ から０．７２ｍ に改正されているにもかかわらず、旧流量で算定し徴収して３ ３

いることから、表２のとおり、４万３，５５５円（試算）が徴収不足となっているのは適正でな

い。

病院は、光熱水費の徴収を適正に行われたい。

（ 八王子小児病院 ）
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（表２）上下水道料金の徴収不足額（試算）

請 求 月 正 誤 不 足 額

平成１３年 ５月 １３，４２２円 ５，８７２円 ７，５５０円

７月 １３，３９４円 ５，８５９円 ７，５３５円

９月 １１，７９１円 ５，８９５円 ５，８９６円

１１月 １３，３７９円 ５，８５３円 ７，５２６円

平成１４年 １月 １３，３９２円 ５，８５９円 ７，５３３円

３月 １３，３５９円 ５，８４４円 ７，５１５円

計 ７８，７３７円 ３５，１８２円 ４３，５５５円

（支 出）

（５）契約事務を適切に行うべきもの

豊島病院は、空調機フィルター交換契約（契約年月日：平成１３．１２．１９、履行期限：平

成１４．１．３１、契約金額：６３０万８，２８４円）をＢと締結し、実施している。

、 、 （ ）しかしながら 仕様書等について見たところ 空調機中性能フィルターの交換 延べ１９７枚

のうち、手術室６室ほか１４系統３９枚については、年２回交換することとしているが、２回の

交換を２か月にも満たない間で行うこととされており、契約締結時期及び契約期間の設定が適切

な履行を確保できるものとなっておらず適切でない。

病院は、契約事務を適切に行われたい。

（ 豊 島 病 院 ）

（支 出）

（６）契約事務を適正に行うべきもの

清瀬小児病院は、手術室等の清潔区域における清浄度測定及び清掃消毒委託契約（契約期間：

平成１４．３．１９～平成１４．３．３１、契約金額：１９９万５，０００円）をＣと締結し、

履行期限内に完了したとしている。

しかしながら、提出された業務完了届を見たところ、委託事項のうち、腎臓移植後室における

測定及び消毒については平成１４年５月１日に、また、手術室における浮遊塵埃２４時間連続測
じんあい

定については平成１４年６月２９日から同年７月６日までに実施しており、翌年度の履行となっ

ているのは適正でない。

病院は、契約事務を適正に行われたい。

（ 清瀬小児病院 ）



- 32 -

産 業 労 働 局

１ 実地監査期間

平成１４年６月６日から同月２５日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 入）

（１）行政財産使用許可に伴う使用料の調定事務を適正に行うべきもの

東京都行政財産使用料条例（昭和３９年東京都条例第２６号）第６条によれば、行政財産の使

、 、 。用料は 使用許可を受けた者から 使用を開始する日までにその全額を徴収することとしている

しかしながら、農業試験場における、下水道管等の行政財産使用許可（継続使用）に伴う使用

料の調定状況について見たところ、表１のとおり、使用開始後に調定しており適正でない。

場は、行政財産使用許可に伴う使用料の調定事務を適正に行われたい。

（ 農業試験場 ）

（表１）使用許可内容等

許可相手方 許可内容(金額) 使用開始日 調 定 日 納付期限 使用目的

平成 平成 平成 下水道管

Ａ 土地 181.19㎡ 14. 3. 1 14. 3.28 14. 4.11 マンホール等

（693,612円） (3 )年間の使用許可

平成 平成 平成

Ｂ 土地 29.406㎡ 14. 3. 1 14. 3.28 14. 4.11 ガス管

（164,268円） (3 )年間の使用許可

（歳 出）

（２）契約事務手続を適切に行うべきもの

労働部は、品川技術専門校ほか１３校で使用する訓練用教科書の一部を、表２のとおりＣと特

命により単価契約を締結（契約締結日：平成１３．９．４、推定総金額：８２万１，７８３円、

履行期限：平成１３．１０．３０）し購入している。

ところで、この単価契約の発注書について見たところ、発注日が契約締結日以前の平成１３年

８月３０日付けとなっているのは適切でない。

部は、契約事務手続を適切に行われたい。

（ 労 働 部 ）
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（表２）訓練用教科書購入状況

（単位：冊、円）

書 名 部 数 単 価 金 額 納 入 先

３０ ９５０ ２８，５００ 高年齢者技術専門校シルバー人材教材センター技能教材

タイル施工実技教科書 ４８ ８７４ ４１，９５２ 江戸川技術専門校ほか２校

ブロック施工実技教科書 ３３ ９５０ ３１，３５０ 江戸川技術専門校ほか１校

印刷・製本概論 ６０ ２，０９０ １２５，４００ 赤羽技術専門校ほか１校

機械工学概論 １５２ ５３５ ８１，３２０ 大田技術専門校ほか６校

機械工学作法 １５２ ８６７ １３１，７８４ 大田技術専門校ほか６校

機械材料 １９７ ５０７ ９９，８７９ 品川技術専門校ほか７校

製版実技教科書 ３０ ２，２８０ ６８，４００ 飯田橋技術専門校

電気工学概論 １８９ ５４４ １０２，８１６ 王子技術専門校ほか５校

電気製図 ５ １，１４０ ５，７００ 府中技術専門校

溶接実技教科書 ６９ ９５０ ６５，５５０ 品川技術専門校ほか３校

計 ９６５ ７８２，６５１

消 費 税 ３９，１３２

総 計 ８２１，７８３

（歳 出）

（３）点検結果報告の内容に係る改善等の対策を適切に行うべきもの

大田技術専門校では、消防用設備の保守点検委託契約（契約者：Ｄ、契約日：平成１３．４．

１、契約金額６４万９，９５０円、契約期間：平成１４.３．３１まで）に基づき受託者から外

観機能点検（年１回、平成１３．８）及び総合点検（年１回、平成１４．２）において表３のと

おり、不具合箇所の報告を受けている。

ところで、消防用設備の保守点検委託は、消防用機器の正常な稼動を確保する目的で行うも

のであり、同委託契約の効果をあげるためにも、外観機能点検及び総合点検で不具合箇所が報

、 （ ． ．告された時点で速やかな改善等の対策を行うべきであるにもかかわらず 監査日 平成１４ ６

１９）現在、対策がされていないのは適切でない。

校は、点検結果報告の内容に係る改善等の対策を適切に行われたい。

（ 大田技術専門校 ）
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（表３）点検結果報告内容

点 検 対 象 報 告 内 容 報告時期

屋内消火栓設備 １ 呼水槽ﾎﾞｰﾙﾀｯﾌﾟ13A不良 平成13年８月

２ ﾎｰｽ6本内ゴム劣化、ﾉｽﾞﾙ及びﾎｰｽ全体に経年劣化有り 及び平成14年２月

３ ﾎﾟﾝﾌﾟ吸水性能劣化の為、ﾌｰﾄﾞ弁の取付を望みます

４ 吸水管、塩ﾋﾞ管使用、鋼管への取替えを要します

５ 各消火栓起動確認灯なし

誘導灯及び誘導標識 １ 機械室（廊下側）避難口C級1台ﾊﾞｯﾃﾘｰ不良

２ 体育館（用具置場側）避難口C級1台ﾊﾞｯﾃﾘｰ不良 平成14年２月

（歳 出）

（４）保護具を適正に管理すべきもの

八王子技術専門校は、東京都労働安全衛生保護具措置規程（昭和５５年東京都訓令第４６号）

に基づき職員に労働安全衛生保護具（以下「保護具」という ）を措置している。。

同規程によれば、事業執行に伴い保護具を措置する必要がある場合には、局総括安全衛生管理

者は、標準使用期限等の措置基準（同規程第８条）を定めなければならないとし、事務所総括安

全衛生管理者等においては、当該部等の所管に係る保護具について、保護具台帳を備え、必要な

記録管理（同規程第１６条）を行わなければならないとしている。

ところで、専門校が措置している保護具の管理状況等について見たところ、

① 局で定めた標準使用期限等の措置期限が、表４のとおり、切れているにもかかわらず更新し

ていないもの

② 表５のとおり、保護具台帳が整備されていないもの

が、認められたのは適正でない。

校は、保護具の適正な管理を行われたい。

（ ）八王子技術専門校

（表４）保護具の措置状況（期限切れ事例）

保護具名 規格・形式 標準使用 設 置 数 使用人数 標準使用期限 標準使用期

期限 年 必要数 個 人 切れ数 個 限切れ年数（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）

保護眼鏡 防塵用 ５ １２ ３３ １ ３年余

保護眼鏡 遮光用 ５ ６ １３ ６ １～３年余

保護面 遮光用 ５ ６ １３ １ ３年余

防塵マスク 取替式 ５ ４ １０ １ ３年余

防毒マスク 直結式小型 ５ ４ １０ １ ３年余

保護帽 落下物防止用 ５ ４ １０ １ ３年余
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（表５）保護具台帳の整備状況 （単位：人）

項 目 指導員 講 師 計

台帳整備者数 ６ ０ ６

台帳未整備者数 ７ ２１ ２８

計 １３ ２１ ３４

（歳 出）

（５）廃棄物処理委託契約の履行確認等を適正に行うべきもの

産業技術研究所では、所の危険物等取扱要領に基づき保管貯留していた廃棄予定薬品１，５５

６．５５ｋｇ（１８種類、３５品目）を廃棄物専門処理業者に処理委託（委託業者：Ｅ、契約金

額：９９万７，２４０円、契約締結日：平成１４．３．１４、履行期限：平成１４．３．２２）

している。

ところで、この契約における産業廃棄物管理票について見たところ、最終処理日は履行期限を

過ぎて（平成１４．４～平成１４．５）おり、所が、履行確認をしないまま委託経費を支払って

いるのは適正でない。

所は、廃棄物処理委託契約の履行確認等を適正に行われたい。

（ 産業技術研究所 ）

（歳 出）

（６）委託契約における履行確認を適切に行うべきもの

局は、商店街の活性化と離職者の早期、起業・就業を図ることを目的として、Ｆと特命随意契

約（契約金額：９９３万３，０００円、契約期間：平成１３．１１．１～平成１４．３．２９）

により、商店街就業マッチング事業を委託している。

同委託契約によると、経営意欲のある中高年失業者、地域の高齢者等３０人程度を確保し、７

０時間程度の座学研修 平成１４ １ 平成１４ ２ 及び２０日程度の商店経営の実地研修 平（ ． 、 ． ） （

成１４．２、平成１４．３）を行い、研修会場借上費については、１５０万円（＠２５万円×６

店舗）を積算計上しており、報告については、受講状況が確認できる書類を添付することとして

いる。

しかしながら、Ｆからの報告によると座学研修については、確認できる書類が添付されている

ものの、商店経営の実地研修（２０日程度）については、確認できる書類が添付されておらず、

履行状況が確認できないのは適切でない。

部は、委託契約における履行確認を適切に行われたい。

（ 産業政策部 ）
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中 央 卸 売 市 場

１ 実地監査期間

平成１４年１０月１日から同年１０月１６日まで

２ 指 摘 事 項

（支 出）

（１）適正な勘定科目で支出すべきもの

市場では、市場会計における収益的支出の区分基準（修繕費支弁基準）(以下「支弁基準」と

いう ）により、修繕費と改良費の支出区分を定めている。。

ところで、大田市場は場内の水産棟電気設備補修その他工事（工期：平成１３．８．１０～平

成１３．９．２１）を実施しており、１５７万５，０００円の全額を修繕費で支出している。

しかしながら、その工事内容は、表１のとおりであり、水銀灯新設費用１２２万８，５００円

は、支弁基準によれば建設改良費の支出になることから、営業費用の修繕費として支出してい

るのは適正でない。

場は、適正な勘定科目で支出されたい。

（ 大 田 市 場 ）

（表１）工事費内訳 （単位：円）

工事費用 金 額

既設投光器交換費用 ３４６,５００

水銀灯新設費用 １，２２８,５００

計 １，５７５,０００

（財 産）

（２）市場施設使用（許可）台帳を適切に整備すべきもの

市場では、卸売業者等に市場施設を使用指定（許可）した場合は、市場施設使用指定（許可）

台帳を作成し、また、更新等をしたときは更新経過欄等に記入し、市場施設の使用資格が消滅

したときは、閉鎖台帳簿として保管することになっている（市場施設使用指定（許可）台帳の

作成及び取扱いについて（平成７．１２．５ 。））

ところで、大田市場における同台帳の整備状況について見たところ、次のように適切でない

事例が見受けられた。

① 青果棟南側卸売業者売場１（２,９１０．２ｍ ）等、平成８年度以降の使用指定の更新に２

ついては、大多数のものが記載されていない。

② 青果棟北側卸売場内に荷受事務室設置（平成１２．９．４）及び同増設（平成１３．７．
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１８）のため、Ａに対し建築・造作等を承認しているが、この内容が台帳に記載されていな

いなど、建築・造作等承認の経過が記載されていない事例がある。

③ 同荷受事務室の用地にかかる台帳について、上記増設工事に伴う面積増により、旧台帳を

廃止し新規の台帳を作成しているが、旧台帳の閉鎖処理がされないまま台帳簿につづられて

いる。

場は、市場施設使用（許可）台帳を適切に整備すべきである。

（ 大 田 市 場 ）

（ と 場 会 計 ）

１ 実地監査期間

平成１４年９月９、１０日及び１２日

２ 指 摘 事 項

（歳 出）

（１）工事経費の負担を適正に行うべきもの

中央卸売市場では、食肉市場内の施設・設備の維持管理について、東京都と場会計条例（昭和

５６年東京都条例第１７号）に基づき、と畜解体事業に係る部分はと場会計の所管、その他を市

場会計の所管とすることとしている。

ところで、管理部は、南門の移設整備・受水槽の撤去を「１３食肉市場南門整備他工事 （契」

約年月日：平成１４．１．１７、契約金額：２，２９３万２，０００円）において、と場会計で

実施している。

、 、 、しかしながら と場会計が所管する施設・設備は表１のとおりであり 当該工事契約における

と場会計が負担すべき部分は、と畜解体事業に係る受水槽の撤去（１，８６６万５，２９２円）

のみであることから、市場会計に係る南門の移設整備等を含め、全額をと場会計で支出している

のは適正でない。

部は、工事経費の負担を適正に行われたい。

（ 管 理 部 ）

（表１） 主なと場会計所管の施設・設備

用途による種類 施設・設備名

と畜場等 大・小動物棟、けい留所、病畜隔離所

作業員控室 作業員控室

上・下水処理施設等 受水槽、水処理センター、リサイクル棟
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住 宅 局

１ 実地監査期間

平成１４年５月１４日から同月３１日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 入）

（１）手数料の徴収事務の委託を適正に行うべきもの

民間住宅部は、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２２条の２等に基づき、都

知事が指定した取引主任者法定講習実施団体６団体（以下「６団体」という ）の実施する法定。

講習の受講修了者に対する、宅地建物取引主任者証の交付事務を委託している。併せて、この委

託契約には含まれていない、宅地建物取引業法等関係手数料条例（平成１２年東京都条例第９２

号）による１件当たり４，５００円の手数料の徴収事務を、６団体に行わせている。

地方自治法（昭和２２年法律第６７号、以下「法」という ）第２４３条では、法律又は政令。

に特別の定めがある場合を除くほか、公金の徴収を私人に行わせてはならないと定め、同条を受

けた地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項では、収入の確保及び住民

の便益の増進に寄与すると認められる場合に限り、私人に徴収事務を委託することができると定

めている。

しかしながら、部は、宅地建物取引主任者証交付手数料の徴収事務について、正規の契約の取

り決めもないまま６団体に行わせており、法第２４３条に抵触した取扱を行っていることは適正

でない。

部は、宅地建物取引主任者証交付に係る手数料の徴収事務を適正に行われたい。

（ 民間住宅部 ）

（歳 入）

（２）契約違約金に係る事務処理を適切に行うべきもの

住宅経営部では、第１２０９号中野山王道路工事（その２）について、Ａと工事請負契約を締

結（契約年月日：平成１２．９．１９、契約金額：２，６７７万５，０００円）している。

、 、 、ところで 部は Ａから平成１２年１０月１１日付けで工事履行が不能であるとの届出を受け

契約条項第４３条第１項第１号の規定により本契約を解除することとし（契約解除はＡの責に帰

すべき理由 、同条第３項の規定により契約金額の１０分の１に相当する額（２６７万７，５０）

０円）を違約金として徴収することとした。

しかしながら、監査日（平成１４．５．２４）現在、歳入調定を行っておらず、納付書等も発

行していないのは適切でない。

部は、速やかに契約違約金に係る調定等の事務処理を適切に行われたい。
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（ 住宅経営部 ）

（歳 出）

（３）収入印紙代金の支出を適正に行うべきもの

東部住宅建設事務所では、都営弁天町アパート建替に伴い、同アパート敷地の一部と近隣の土

地（新宿区原町一丁目３４番６）との土地交換契約を締結し、併せて建物等の移転のため物件移

転補償契約（契約相手方：Ｂ、契約金額：３，２７６万７，２１３円、契約日：平成１４．３．

８）を締結している。

ところで、所はこの物件移転補償契約に必要であるとして、１万５，０００円の収入印紙代金

を支出しているが、物件移転補償契約書は、印紙税法（昭和４２年法律第２３号）第２条に規定

する課税物件ではないことから、印紙は不必要なものである。

所は、収入印紙代金の支出を適正に行われたい。

（ 東部住宅建設事務所 ）
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建 設 局

１ 実地監査期間

平成１４年１１月１日から同月２１日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 入）

（１）道路占用料に係る事務処理を適正に行うべきもの

道路管理者は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３２条及び第３９条の規定により、道

路の占用許可を受けた者から、道路の占用につき道路占用料（以下｢占用料」という ）を徴収す。

ることができるとされている。

、 、 （ 「 」 。）ところで 第四建設事務所管内の都道４３５号線は その一部の区間 以下 旧都道 という

が平成１３年４月１日に東京都から豊島区に移管されているところであるが、占用料の徴収につ

いて見たところ、

① 当該旧都道に設置された看板に係る占用料の徴収については、平成１３年度以降、東京都に

、 、 （ ） 、はその権限がないにもかかわらず 所は 誤って当該占用料の調定 平成１３年度分 を行い

納入通知書を平成１３年４月に送付し、表１のとおり収納していること

② その後、平成１３年５月に過誤納金の発生を確認したが、総務部からの還付加算金の支出に

要する予算の配付が遅延したことなどにより、表１のとおり、平成１４年１月から２月にかけ

て納入者への還付に係る支出命令を行っていること

③ 還付加算金は、過誤納金に係る占用料を収納した日の翌日から還付のため支出を決定した日

までに対応する金額を付さなければならないが、当初還付予定であった平成１３年６月２０日

までに対応する４万６，７００円を支出していること

④ 還付加算金の要支払金額は、表１のとおり、合計２３万３，１００円であり、追加の還付加

算金１８万６，４００円を生じていること

など、適正を欠く事務処理が認められた。

部及び所は、占用料に係る事務処理を適正に行われたい。

（ 総 務 部 ）

（ 第四建設事務所 ）
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（表１）占用料の収納び過誤納金の還付状況等 (単位：円)

占 用 料 還 付 加 算 金

調 定 金 額 収納年月日 還付金支出 不足金額
納入者

要支払金額 既支払金額

命令年月日 Ａ Ｂ Ｃ=Ａ‐Ｂ

793,600 13.4.20 14.1.21 26,800 5,900 20,900Ａ 平成 平成

744,000 13.4. 3 14.1.22 26,700 7,100 19,600Ｂ

669,600 13.4. 9 14.1.22 23,500 5,900 17,600Ｃ

471,200 13.4.26 14.1.22 15,600 3,100 12,500Ｄ

744,000 13.4.27 14.1.22 24,500 4,900 19,600Ｅ

124,000 13.4.27 14.1.22 4,600 0 4,600Ｆ

1,041,600 13.4.27 14.1.22 34,400 6,900 27,500Ｇ

297,600 13.5.24 14.1.22 8,800 0 8,800Ｈ

297,600 13.5. 7 14.1.22 9,400 1,600 7,800Ｉ

967,200 13.4.27 14.1.23 32,000 6,400 25,600Ｊ

446,400 13.4.23 14.2.27 16,700 3,100 13,600Ｋ

272,800 13.4.27 14.2.28 10,100 1,800 8,300Ｌ

合 計 6,869,600 233,100 46,700 186,400

（歳 出）

（２）借用動産の修繕を適切に行うべきもの

第二区画整理事務所は パソコンのフロッピーディスク装置を交換するため Ｍと修繕契約 契、 、 （

約金額：４万２，０００円、履行期限：平成１３．６．１９）を締結している。

しかしながら、このパソコンは、局の賃貸借契約（契約の相手方：Ｎ）に基づいて、事務所に

納入された借用動産であり、その修繕については無償で行うことが当該賃貸借契約に明記されて

いるにもかかわらず、所は、前記修繕契約を締結の上、修繕しているのは適切でない。

所は、借用動産の修繕を適切に行われたい。

（ 第二区画整理事務所 ）

（財 産）

（３）廃止工区の財産処理を速やかに行うべきもの

東京都公有財産規則（昭和３９年東京都規則第９３号。以下「公有財産規則」という ）第７。

条の規定によると、局長は、その所管に属する行政財産の用途を廃止した場合は、当該用途の廃

止によって生じた普通財産を、直ちに財務局長に引き継がなければならないとされている。

ところで、局は、各建設事務所の１４箇所の工事工区を平成１４年３月３１日に廃止し、その
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うち８箇所については倉庫等に転用するなどの措置を講じているが、表２に掲げる第一建設事務

所第三工区ほか５箇所の工区については、その土地又は建物を用途廃止（行政財産から普通財産

に分類換え）の上、財務局長に引き継ぐこととしている。

しかしながら、工区廃止（用途廃止事由の発生）から７か月を経過しているにもかかわらず、

（ ． ． ） 、監査日 平成１４ １１ ２１ 現在における財務局長に引き継ぐべき工区の財産処理の状況は

表２のとおり、①用途廃止が行われていないもの、②用途廃止は完了（平成１４．３．８～平成

１４．４．１）しているが財務局長への引継が行われていないものが認められた。

部は、廃止工区の財産処理を速やかに行われたい。

（ 総 務 部 ）

（表２） 財務局長への引継予定工区一覧

工 区 名区 分

用途廃止が行われていないもの 第一建設事務所 第三工区

江東治水事務所 第四工区

用途廃止は完了しているが、財務局長への引 第三建設事務所 第四工区

継が行わ れていないもの 第四建設事務所 第四工区

第五建設事務所 第二工区

第六建設事務所 第二工区

（財 産）

（４）公有財産の管理を適正に行うべきもの

公有財産規則第１７条及び第２３条の規定によると、局長等は、その所管に属する公有財産に

ついて公有財産台帳（以下「台帳」という ）を備え付けるとともに、当該公有財産に増減等の。

異動があったときは、その異動状況を財務局長に通知しなければならないとされている。

しかしながら、第二区画整理事務所及び東部公園緑地事務所における公有財産（工作物）の管

理状況について見たところ、

① 第二区画整理事務所は、汐留地区の区画整理事業をＰＲするために設置した広報看板につい

て、表３のとおり、監査日（平成１４．１１．１４）現在、台帳を備えておらず、その異動状

況についても財務局長に通知していないこと

② 東部公園緑地事務所は、谷中霊園外周塀改修工事により設置した目隠しフェンスについて、

表４のとおり、監査日（平成１４．１１．６）現在、その異動状況を財務局長に通知していな

いこと

など、適正を欠く事務処理が認められた。

所は、公有財産の管理を適正に行われたい。
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（ 第二区画整理事務所 ）

（ 東部公園緑地事務所 ）

（表３）台帳の備えがなく、増減異動の通知を行っていないもの

種 別 名 称 取得年月日 数 量 個 価 格(千円）（ ）

工作物 汐留地区広報看板 1 21,650平成14.3.27

（表４）増減異動の通知を行っていないもの

種 別 名 称 取得年月日 数 量 ｍ 価 格(千円）（ ）

谷中霊園目隠しフェンス 111.2 4,891平成14.3.31

工作物 谷中霊園目隠しフェンス 32.8 2,792平成14.3.31

谷中霊園目隠しフェンス 63.3 1,871平成14.3.31

（財 産）

（５）融雪剤の出納手続及び管理を適正に行うべきもの

、 、各建設事務所では 降雪時における道路の凍結等による車両等のスリップ事故を防止するため

路面スリップ防止委託や除雪作業委託などの委託施行により、融雪剤を道路に散布しているが、

この融雪剤については、所が備蓄しているものを契約業者に支給することとしている。

ところで、東京都物品管理規則の一部を改正する規則（平成１４年東京都規則第１８２号）に

よる改正前の東京都物品管理規則（以下「物品管理規則」という ）第６条、第１９条、第４３。

条及び第５６条の規定によれば、工事、製造等の請負契約に伴う支給材料については、物品の区

分上、材料品とされ、材料品出納簿を備えて整理するとともに、物品出納員から契約業者に払い

出し、その際には、物品受領書を徴することとされている。

しかしながら、西多摩建設事務所及び第六建設事務所における融雪剤の出納手続及び管理状況

について見たところ、

① 西多摩建設事務所は、平成１３年度の路面スリップ防止委託等において、契約業者に融雪剤

を支給しているにもかかわらず、物品出納員を経ずに払い出した上、物品受領書も徴しておら

ず、また、材料品出納簿も備えていないこと

② 第六建設事務所は、平成１３年度に融雪剤を使用する委託契約はなかったものの、使用する

場合は緊急施行工事で行うこととし、平成１４年１１月１日現在、前年度から３，２００袋を

繰り越しているにもかかわらず、材料品出納簿を備えていないこと

など、適正を欠く事務処理が認められた。

所は、融雪剤の出納手続及び管理を適正に行われたい。

（ 西多摩建設事務所 ）

（ 第六建設事務所 ）
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（財 産）

（６）物品の管理を適正に行うべきもの

建設局所属の各部・所（対象：３１組織）における物品管理の状況について、サンプリングに

よる試査の方法によって見たところ、次のとおり、物品及び高額図書類の管理並びに物品出納員

等の事務引継に係る処理について適正を欠くものが認められた。

① 物品管理規則第２５条第３項によれば、出納機関は毎年度３月末日現在において、物品管理

者に物品管理者別物品一覧表等により物品の状況を確認させなければならないとされている。

また 「図書類の取扱事務について（平成元年３月２７日付６３総総文第４４３号総務局長、

通知 」第１及び第８によれば、予定価格が２万円以上で住宅地図類以外の図書類（以下「高）

額図書類」という ）については、高額図書類登録台帳を取りまとめて整理保管することとさ。

れている。

しかしながら、各部・所における備品及び高額図書類の管理状況は、表５及び表６のとおり

となっている。

② 「物品管理事務の手引（平成７年４月出納長室発行 」によれば、物品出納員又は物品管理）

者が異動したときは、事務引継の日において、帳簿の最終ページ等に前任者及び後任者双方の

連署により、引継の完了の旨を記載することとされている。

しかしながら、各部・所における帳簿への記載状況は、表７のとおりとなっている。

総務部ほか６部・１５所は、物品及び高額図書類の管理並びに物品出納員等の事務引継を適正

に行われたい。

また、総務部は、物品の管理事務について、各部・所を指導調整する立場から、各物品出納員

及び物品管理者に対して、物品の管理を適正に行うように指導されたい。

（ 総務部ほか６部・１５所 ）
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（表５）備品に係る現品確認状況

確 認 し て い な い 組 織毎年度、確認している組織

１０箇所

用地部 道路管理部 河川部 第一建設事

２１箇所 務所 第六建設事務所 北多摩南部建設事務備品の現品確認

所 多摩動物公園 江東治水事務所 第二区（ ）対象部所：３１

画整理事務所 多摩 整備事務所ニュータウン

（表６）帳簿に記載の内容と現品との一致状況

監査日現在、一致していない組織一致している組織

６箇所

２５箇所 総務部 道路建設部 公園緑地部 第三建設備 品

西部公園緑地事務所（ ）対象部所：３１ 事務所 第六建設事務所

３箇所

２６箇所 総務部 道路建設部 西部公園緑地事務所高 額 図 書 類

（ ）対象部所：２９

(表７) 帳簿への引継完了の記載状況

帳簿に「引継完了」の表示をしていない組織表示をしている組織

６箇所

８箇所 道路建設部 公園緑地部 多摩ﾆｭｰﾀｳﾝ事業部物 品 出 納 員

第七建設事務所 南多摩東部建設事務所(対象部所：１４）

西部公園緑地事務所

１４箇所

ー物 品 管 理 者 １０箇所 総務部 道路建設部 公園緑地部 多摩ﾆｭ

ﾀｳﾝ事業部 第一建設事務所 第二建設事務所(対象部所：２４）

第四建設事務所 第六建設事務所 第七建設

事務所 西多摩建設事務所 南多摩東部建設

事務所 西部公園緑地事務所

恩賜上野動物園 第二区画整理事務所
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港 湾 局

１ 実地監査期間

平成１４年１０月１日から同月１６日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 入）

（１）護岸建設費相当額の調定時期を見直すべきもの

都は、財団法人東京港埠頭公社（以下「公社」という ）と「中央防波堤外側廃棄物処理場そ。

の１地区・新海面処分場埋立地及び大田区城南島における建設発生土等の受入れに関する協定

書」を交わし、中央防波堤外側埋立地（その１地区）及び新海面処分場埋立地（以下「受入地」

という ）へ建設発生土を受け入れる事業を行っている。。

当該協定書によると、受入地で受け入れた土量の月次報告を、公社が毎月、翌月の１０日まで

に都へ報告するものとしている。また、受入料金（３，８００円／ｍ ）は、公社が建設発生土３

の搬入業者から一括して収納し、このうち護岸建設費相当額（１，３５０円／ｍ ）の金額を都３

に納付することとしている。

ところで、東京都会計事務規則（昭和３９年東京都規則第８８号）第２２条の規定によれば、

歳入徴収者は、徴収すべき歳入の金額が確定したときは、直ちに当該歳入について調定しなけれ

ばならないとされている。

しかしながら、臨海開発部は、護岸建設費相当額の算定基礎となる受入土量が、月次報告され

ることにより公社が都へ納付すべき護岸建設費相当額が確定することから、報告の都度調定する

ことが可能であるにもかかわらず、公社から受入土量等の通知を別途に受けて、表１のとおり、

半期ごとに調定し収入していることは適正でない。

部は、速やかに公社と協議し、建設発生土受入料金にかかわる護岸建設費相当額の調定時期を

見直されたい。

（ 臨海開発部 ）
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（表１）都納付金の調定状況

調 定 対 象 区 分 調 定 額 調定年月日
平成１３年４月 115,098,272 円

５月 103,809,966
６月 68,449,801

上半期 ７月 57,354,561 平成13.10.24
８月 51,552,260
９月 55,595,735

計 451,860,595
平成１３年10月 94,151,104

11月 79,372,076
12月 82,147,932

下半期 平成１４年１月 100,617,771 平成14. 3.31
２月 110,100,448
３月 156,448,573

計 622,837,904

（収 入）

（２）都有地貸付料の取扱いを適正に行うべきもの。

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）では 「国内において行われる資産の譲渡等のうち、、

土地の譲渡及び貸付けには消費税を課さない 第６条関係 と規定しているが 同法施行令 昭。」（ ） 、 （

和６３年政令第３６０号）は 「土地の貸付けに係る期間が一月に満たない場合は除外される 」、 。

（第８条）としている。

ところで、防災事務所が収納した平成１３年度の都有地の貸付料のうち、１か月未満の貸付料

（面積×日数×評価額）は、表２のとおりとなっている。

しかしながら、臨海地域開発事業会計においての貸付料は、消費税を含まない評価額により算

定されていることから、消費税相当分を加算して徴収すべきであるにもかかわらず、消費税分が

貸付料の算定に含まれているとして取り扱ったため、９４万６,４３８円が貸付料（消費税分）

として徴収不足となっている。

局は、都有地貸付料の取扱いを適正に行われたい。

（ 総 務 部 ）

（ 臨海開発部 ）

（表２）１か月未満の貸付一覧表 （単位：円）

貸 付 場 所 件 数 貸 付 期 間 徴 収 額 徴 収 内 訳

（１か月未満） (算定貸付料) 貸 付 料 分 消費税分

江東区有明二丁目 平成 13.6.15～

ほか１０箇所 6.17外 19,875,212 18,928,774 946,438１１件
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（収 入）

（３）木材用荷役設備に係る使用料の取扱いを適切に行うべきもの

木材ふ頭は、木材供給の円滑化と価格の安定化を目的として、岸壁、野積場、荷役連絡所等を

整備したものであり、このうち、岸壁の整備については、事業者が整備費用の３割を負担する特

別整備事業方式により整備したものである。

ところで、特別整備方式の事業者負担分については、都とＡとで締結した「１５号地木材専門

埠頭計画の実施に関する基本協定 （昭和４９．２．２１）において、Ａが分割負担とすること」

とし、野積場等の使用料と合わせた総合使用料として徴収しているが、使用料等の内容について

見てみると、次のような問題点が見受けられた。

① 港湾経営部は、木材用荷役設備の専用使用者であるＡから、貨物取扱量の減少を理由とした

岸壁の一部の使用中止の申請に対して、同区域を使用禁止区域と認め、平成１１年３月から使

用料を減額している。

ところで、この減額により、分割負担金が減額されたこととなるが 「木材用荷役設備にお、

ける部分的使用許可に係る方針の策定について （平成１３年３月３０日付１２港営振第２９」

３号局長決定）において 「岸壁整備に係る特別整備事業の使用者負担金分については、返還、

総額を変更しないものとし、別途覚書を締結する」としているにもかかわらず、監査日（平成

１４．１０．１６）現在覚書が取り交わされていない。

② 岸壁整備は一般会計の事業であり、その整備費の特別事業方式による事業者負担分について

も、一般会計において収入されるべきものであるが、分割負担分が総合使用料に含まれている

ため、港湾設備使用料として港湾事業会計が一括して収入している。

部は、木材用荷役設備に係る使用料の取扱いを適切に行われたい。

（ 港湾経営部 ）

（支 出）

（４）単価契約に係る事務手続を適正に行うべきもの

局は、東京都契約事務規則（昭和３９年規則第１２５号。以下「規則」という ）に基づいて。

単価契約の工事等を実施している。

ところで、東京港管理事務所が行っている単価契約について見たところ、表３のとおり、契約

事務手続によらずに事業執行課が、契約書において単価を定めていない事項について、工事等の

実施を指示しているものが認められた。

所は、単価契約に係る事務手続を適正に行われたい。

（ 東京港管理事務所 ）
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（表３）当初契約にない事項を指示した単価契約 （単位：円）
件 名 単 価 金 額 指示工事

項目数 等の件数
5不法投棄廃棄物処理作業委託 55 9,793,253

ふ頭内緑地害虫駆除委託 17 1,207,889 11
29ふ頭内通路及びその他補修工事 622 27,094,117
21ふ頭内通路及びその他補修工事その２ 1,685 28,606,791
6ふ頭内通路及びその他補修工事その３ 372 9,424,751

14南部地区道路橋梁維持工事その１ 1,375 14,876,874
20南部地区道路橋梁維持工事その２ 1,377 14,498,326
14東部地区道路橋梁維持工事その１ 1,375 15,778,439
8東部地区道路橋梁維持工事その２ 1,377 17,421,631

21中部地区道路橋梁維持工事その１ 1,375 19,347,753
12中部地区道路橋梁維持工事その２ 1,377 16,782,386

３ 意見・要望事項

（１）都有地貸付料に係る減額率について検討すべきもの

東京港防災事務所は、東京都臨海地域開発規則（平成１３年規則第８０号）に基づき、大田区

京浜島の都有地を路上駐車防止対策等の必要性から臨時駐車場として、財団法人東京都駐車場公

社（以下「公社」という ）に貸し付けている。。

ところでこの都有地は、図１のとおり、環境局所管分（５,１４９．３７ｍ ）と港湾局所管分２

（２,２６８．６１ｍ ）を公社が借り受けて、定期専用駐車場として近隣の会社等に貸し付けて２

いるものであるが、所が収納した平成１３年度の貸付料は、臨海開発部が定めた「臨海地域にお

ける用地等の管理及び処分に係る価格の減額等に関する取扱基準 （平成１３年１２港開調第６」

５０号）に基づき減額率を５０％とし、４７３万６，８５６円の収入となっている。

一方、環境局の減額率は、財務局通知（東京都公有財産管理運用委員会決定）に基づく公社に

対する減額率を適用し、平成１３年度は４２％、平成１４年度は３４％となっているのが認めら

れた。

部は、用地の減額率について、使用形態が同じである環境局所管の用地と差が生じていること

などから、関係する部・局と調整を図るなど、減額率の決定について見直しを検討されたい。

（ 臨海開発部 ）
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（図１）大田区京浜島の都有地（７,４１７．９８ｍ ）２

環 京
(大 田 清 掃 工 場) 境 浜

局 島
つ

ば
さ 東

道 路 公
園 京

港 湾 局
湾

） 、 、 、 。（注 駐車場の収容台数は １２７台で このうち 所が管理する土地の駐車場は６１台である
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交 通 局

１ 実地監査期間

平成１４年４月２２日から同年５月２４日まで

２ 指 摘 事 項

（収 入）

（１）収入金管理の適正化を図るべきもの

現金収受による収入金の管理は、通常、発生の都度収入金額等を調査決定（調定）し、その額

を払い込むことで行われている。

ところで、都営地下鉄においては、各駅の各窓口での乗車券発売及び不足運賃精算の発生件数

が膨大なものとなっており、発生の都度調定を行うわずらいを避け、営業終了後等一定時点での

現金有高を一日の収入額とみなして各駅が調定するという手続により、収入金の管理を行ってい

る。

したがって、調定前の各駅各窓口での取扱い現金にかかわる適切な事務処理とその記録は、現

金有高（調定額）を検証する上で必要不可欠なものである。

しかしながら、局では、収入金の管理等に関して、調定以降の手続については規程等で定めて

いるが、調定前の手続について、事故防止を念頭に資産保全及び内部統制確保の視点に意を用い

た網羅的な定めはなく、これまで調定前の収入金の管理については事業所向けに注意喚起の通知

や取扱手引等の配布を行っているに過ぎない。このため、収入金の管理について統一的な指導・

周知が徹底されず、下記のとおり適正を欠く事例が生ずるものとなっている。

局は、調定前の収入金にかかる規程を網羅的に整備し、収入金管理の適正化を図られたい。

ア 平成９年５月の電車部通知（ 収入金の管理について ）によると 「係員は、交代引継時に「 」 、

現金有高を窓口引継簿に記載し、相互に現金を確認し交代を行う 」さらに 「助役は巡回時、。 、

（ ） 、 。窓口に多額の不足賃 不足運賃精算金 がある場合には 必要なつり銭準備金を残し分納する

その場合、窓口引継簿に分納金額を記入・押印し取扱を明確にする （通知文第５）とされ。」

ているが、

① 巣鴨駅務管理所内各駅では、各窓口における窓口引継簿（任意様式）に始業時のつり銭準

備金が日常的に計上されず、不足運賃精算金等の受払額のみを記載しているため、交代引継

ぎ時に窓口引継簿と現金の照合確認ができないものとなっている。

② 市ヶ谷駅の窓口引継簿について見ると、相互に現金を確認し交代しているものの、午前１

０時及び終車時に現金が減少しているにもかかわらず、助役の記事・押印がないことから、

減少の理由を確認ができないものが見受けられる。

③ 巣鴨駅の窓口引継簿について見ると、日々１３時に窓口のつり銭準備金からその一部を回

収しているが、回収の記事に助役の押印がないこと、記載されている回収後の現金有高が回
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収に伴う減額を反映したものとなっていないことから、現金有高の照合確認が引継時にでき

ないものとなっている。

イ 志村三丁目駅では、翌日のつり銭準備金を用意する際に不足しがちな金種をあらかじめ取り

置く目的で、特段の定めがないにもかかわらず、２万円（５０円玉×１００枚×４セット）を

営業中の券売機の金庫部（調定前の収入金）から取り出し、出札室内書庫に保管している。

（ 電 車 部 ）

（支 出）

（２）前渡金にかかる事務処理を適正に行うべきもの

前渡金の事務処理については 交通局会計事務規程 昭和３０年交通局規程第１１号 以下 規、 （ 。 「

程」という ）により定められているが、本庁各部における前渡金の事務処理を見たところ、次。

のように適正を欠く事例が認められた。

局は、前渡金にかかる事務処理を適正に行われたい。

ア 本庁各部は 「営業所及び出張所等において常時支払を必要とする１か月１０万円以内の経、

。 、 （ ）。」費 ただし 局長が必要と認めた場合は増額することができる 規程第５９条第１項第５号

を根拠として資金前渡をしている。

ところで、規程第６３条第１項１号によると、資金の前渡を受けた者は前渡金清算書を作成

し、用件終了後５日以内に総務部長に提出することにより、清算をしなければならないとして

いる。

しかしながら、各部は、１か月以内に清算すべきものを１か月を過ぎても清算せず、それぞ

れの前渡受額が残り少なくなったところで清算していることが認められた。

イ 規程５９条第１項は、資金前渡を行うことのできる経費について、外国、遠隔地、事業所等

の場所的制約または時間的制約により機動的な支出ができない場合を除き、その用途を限定し

ている。

ところで、自動車部及び電車部では 「事業現場及びその他これに類する場所において直接、

支払を必要とする経費（規程第５９条第１項第６号 」を根拠に、本庁で直接支払を要する資）

金として事故にかかる前渡金を各部管理課長に交付されているが、この前渡金の交付は用途を

限定している規定に反するものとなっている。

（ 経営企画室 ）

（ 電 車 部 ）

（ 自 動 車 部 ）

（支 出）

（３）事故にかかる事業所の前渡金の取扱いについて適正化を図るべきもの

部では、事故処理の一部を事業所長に委任しており（荒川電車営業所にあっては損害見積・支
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払予定１００万円以内、駅務管理所長にあっては損害見積・支払予定１０万円以内のもの 、事故）

が発生した場合の被害者への見舞金又は賠償金の支払いに充てるため、事業所長に資金が前渡さ

れている。

この事故にかかる前渡金は 「事業現場その他これに類する場所において直接支払を必要とする、

経費 （規程第５９条第１項第６号）を根拠に、電車部管理課長が資金前渡を受け、事業所長が支」

払事務について分任されているものである（規程第５９条第３項 。）

ところで、荒川電車営業所における事故にかかる前渡金についてみたところ、年度当初に１０

０万円の現金が前渡され、随時に清算及び資金の補充をしており、平成１３年度は計６回の補充

が行われている。

しかしながら、支払状況（計３３件、４４４万９，９２４円）についてみると、本庁（総務部

） 「 」経理課出納係 においての支払いが可能である治療費や修理費など 直接支払を必要とする経費

と認め難いものが多数であり、これらを除けば見舞品等の少額支払（計５件、１万８,９２５円）

に限られ、１００万円も資金前渡する必要が認められないものとなっている。

局は、事故にかかる前渡金の取扱いについて適正化を図られたい。

（ 電 車 部 ）

（支 出）

（４）給食業務の委託について検討すべきもの

職員部は、正規の勤務時間が早朝から深夜に及ぶ交通事業に携わる職員に、適時に食事を提供

するため、自動車営業所等全３１か所の事業所において、食堂、厨房を設け、委託により給食業

務を行っている（契約金額：４，６６９万６，６５０円、契約期間：平成１３．４．１～平成１

４．３．３１、受託者：Ａ 。）

ところで、平成１３年度の営業実績報告書で各事業所における職員の利用率（給食数／平均出

勤者数）を見たところ、目黒支所１５％（１日あたり平均給食数１４食 、西馬込乗務管理所及）

び吾妻橋乗務区ともに１６％（１７食 、馬込車両検修場（検車）１７％（１９食）となってい）

るなど、一部の事業所において低調な利用実績となっていることが認められた。

部は、２４時間営業の飲食店等を利用できる環境が整ってきていることから、利用率の低い事

業所における業務の見直しを行うなど、給食業務の委託について検討されたい。

（ ）職 員 部
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水 道 局

１ 実地監査期間

平成１４年４月２５日から同年５月２９日まで

２ 指 摘 事 項

（収 入）

（１）水道料金及び下水道料金の減額措置を適正に行うべきもの

練馬東営業所における水道料金の減額措置及び協定により下水道局から委任されている下水道

料金の減額措置について見たところ、次のような適正でない事例が見受けられた。

ア 街頭又は公園等に設置されて公衆の用に供されている街頭便所、公衆水飲栓、噴水泉池に使

用されている水道の料金ついては、申請により公益上の理由に基づき従量料金の２分の１を減

額することとされているが、親水用（水遊び等が可能）としての実態を持った施設については

噴水泉池としないため、減額措置の対象とならない（営業事務取扱手続基本編ー３０ 。）

ところで、公衆水飲栓として水道料金の減額（減額後の料金９万６９２円、推定正規料金１

２万６,４６６円）を受けている、やくも公園（練馬区小竹町１丁目）における水道の利用実

態について調査したところ、減額の対象とならない親水用施設としての利用が認められた。

イ パン製造小売業については、都民の日常生活に関連する業種として、下水道料金の一部減額

（生活関連２３業種は、従量料金１月当たり５０ｍ を超え、２００ｍ 以下の汚水排出量１３ ３

ｍ につき５円を乗じた額）が受けられることとされている。３

ところで、パン製造小売業として下水道料金の減額を受けている、Ａの営業実態について調

査したところ、パン製造店舗の２階には減額の対象とならない喫茶店を営業していることが認

められた。

所は、水道料金及び下水道料金の減額措置を適正に行われたい。

（ 練馬東営業所 ）

（支 出）

（２）契約手続を適切に行うべきもの

玉川浄水管理事務所では、表のとおり机等の購入につき３件の契約を締結している。これらの

契約について所は、予定価格が１６０万円以下の財産の買い入れであるため、東京都水道局財務

規程（昭和３５年管理規程第２２号）第２４０条の規定に基づき、それぞれ随意契約により処理

している。

しかしながら、平机・椅子・ワゴンは一体で使用されるものであり、見積書提出日、契約年月

日及び納入期限が同一日であることから、１件の契約として処理すべきであるにもかかわらず、

分割して随意契約としているのは適切でない。
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所は、契約手続を適切に行われたい。

（ 玉川浄水管理事務所 ）

（表）契約一覧 (単位：円）
件 名 見積書提出日 納入期限 契約金額 所で選定した 落札者

・契約年月日 業者
平机２点 平成13.9.4 平成13.9.21 1,113,000 Ｂ、Ｃ、Ｄ Ｂ
椅子２点外３点 平成13.9.4 平成13.9.21 1,155,000 Ｂ、Ｃ、Ｄ Ｃ
ワゴン外１点 平成13.9.4 平成13.9.21 1,134,000 Ｂ、Ｃ、Ｄ Ｄ

（その他）

（３）文書交換業務の手段・方法について検討すべきもの

南部第一支所は、文書交換業務等にタクシークーポン券（以下「クーポン券」という ）を使。

用しているが、このクーポン券受払簿について見たところ、平成１３年度使用実績２６６万１，

５９０円のほとんどを、支所と本庁との間の文書交換業務に使用している。

しかしながら、総務局が都庁交換便として、郵便規則（昭和２２年逓信省令第３４号）に基づ

き新宿郵便局長から承認を受けている巡回郵便を利用すれば、２３区内は１０Ｋｇまで往復１，

０６０円の経費で文書交換業務を行うことができること、また、水源管理事務所及び多摩水道改

革推進本部においても、都庁交換便を利用していることなどから、タクシーを利用して日常的に

文書交換業務を行っている状況は適切でない。

支所は、日常的な文書交換業務の手段・方法について、より経済的な方法を導入するよう検討

されたい。

（ 南部第一支所 ）
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下 水 道 局

１ 実地監査期間

平成１４年９月２日から同月２６日まで

２ 指 摘 事 項

（支 出）

（１）契約方法を見直すべきもの

流域下水道本部は、八王子処理場内の緑化環境維持のため、表１のとおり、処理場の管理区域

を２地区に分けて、それぞれ指名競争入札により別個の事業者と植栽管理業務委託契約（契約期

間：ともに平成１３．４．２６～平成１４．３．２９）を締結している。

しかしながら、２つの委託契約は、作業内容及び実施工程について特別の差異がなく、事務の

効率化と、一括で発注することにより管理費等が、表２のとおり、約１２３万円（本部試算、設

計金額ベース）の節減が図れることから、分割せずに一括の契約で行うべきである。

本部は、効率的かつ経済的な契約となるよう、契約方法を見直しされたい。

（ 流域下水道本部 ）

（ ） （ ）表１ 植栽管理委託契約の状況 単位：円

（ ）契 約 件 名 管 理 区 域 契約開始年度 金額 含む消費税

①八王子処理場植栽管理委託 分散配置された処理場 平成５年度 21,787,500

施設の間のスペース

②八王子処理場広場植栽管理委託 処理場拡張予定地の公 平成６年度 8,400,000

園区域

（備考）両契約とも、主な作業内容は、芝生地管理、植込地管理、剪定枝葉リサイクル作業、や

ごとり、みどり摘み作業、たい肥作業、花壇管理・保護管理等である。

（表２）経費比較表 （単位：円）

区 分 ① ② 計 一括発注時 差

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

直接作業費 15,568,380 6,173,881 21,742,261 21,742,261 0

共通仮設費 1,186,000 729,000 1,915,000 1,366,000 549,000

現場管理費 3,427,000 1,555,000 4,982,000 4,561,000 421,000

一般管理費 2,584,620 1,065,119 3,649,739 3,446,739 203,000

計 22,766,000 9,523,000 32,289,000 31,116,000 1,173,000

消 費 税 1,138,300 476,150 1,614,450 1,555,800 58,650

合 計 23,904,300 9,999,150 33,903,450 32,671,800 1,231,650

注：設計金額ベース



- 57 -

（支 出）

（２）証拠書類に基づいた支払いを行うべきもの

流域下水道本部は 工事により家屋等に損害を与えたものについては 工事請負業者 以下 請、 、 （ 「

負者」という ）と第三者損害に対する補償費負担等に関する協議書（以下「協議書」という ）。 。

を交わし、請負者が被害者と和解を行い、支払った補償金、事後調査費用及び口座振込費用のう

ち、協議書に基づく本部の負担分については、本部に請求させることとしている。

ところで本部は、黒目川雨水幹線その２－６工事に係る損害賠償について、Ａと協議書（平成

１３年２月１日）を交わし、Ａからの請求書に基づき、補償金額、事後調査費用及び口座振込費

用（総額８８万２，４１４円）の本部負担分７５万５１円をＡに対して支払っている。

しかしながら、このうち補償金である３８万１，０００円と口座振込費用である８４０円につ

いては証拠書類（預金口座振込受付書等）が添付されているものの、事後調査費用である５０万

５７４円については証拠書類の添付がされていない。

協議書によれば、Ａが支払ったとする調査費用については、請求書に証拠書類の添付を求めて

いるにもかかわらず、本部は、証拠書類の添付がないまま支払いを行っており適切でない。

本部は証拠書類に基づいた支払いを行われたい。

（ 流域下水道本部 ）

（支 出）

（３）特命による委託契約を見直すべきもの

職員部は、平成１３年度職員定期健康診断等業務委託契約（契約期間：平成１３．４．２～平

成１４．３．２９、契約予定総金額：６，０８２万１，７６４円）を、Ｂと特命により締結して

いる。

ところで、特命理由について見ると、Ｂは、局の健康診断を長年にわたり受託し、職員の労働

環境、深夜業務、有害化学物質等取扱いなどの業務特性を熟知し、的確な診断及び継続的なデー

タ観察が可能であることから、最も適当な業者であるとしている。

しかしながら、当該業務は通常の健康診断業務であって、他の業者でも行うことが可能である

ことから、部は競争性を確保するよう、特命による委託契約を見直されたい。

（ 職 員 部 ）

３ 意見・要望事項

（１）業務監察を適切に行うよう検討すべきもの

局は、東京都下水道局監察事務規程（昭和３７年東京都下水道局管理規程第２２号）第３条に

おいて、予算及び経理事務の執行状況や、現金、保管金、預金、有価証券等の処理状況などにつ

いて業務監察を行うこととしている。

しかしながら、局の業務監察の執行状況について見たところ、現在、規程に定める業務監察は
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行われていないことが認められた。

局は、これについて、必要な都度、個別に各種検査等を行っているためとしているが、事務の

執行が適正に行われるためには、定例的かつ体系的な検査を実施するなど、事務の適正な執行を

確保する体制が整備され、それが十分に機能していることが必要である。

局は、規程に定める業務監察を適切に行うよう検討されたい。
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教 育 庁

１ 実地監査期間

平成１４年５月２９日から同年６月１８日まで

２ 指 摘 事 項

（歳 出）

（１）工事契約に係る予定価格の設定を慎重に行うべきもの

松原高等学校では、防砂ネット設置工事を随意契約（契約年月日：平成１３．６．２６、契

約金額：１０７万１，０００円）によりＡと締結している。

しかしながら、予定価格の設定方法について見たところ、Ａから参考見積を徴し、その参考見

積額を、契約目途額かつ予定価格として設定し、同額でＡと契約していることが認められた。

学校は、予定価格の設定を慎重に行われたい。

（ 松原高等学校 ）

（歳 出）

（２）予定単価の設定を適切に行うべきもの

福利厚生部（平成１４．４．１付組織改正により旧体育部から引継）は、平成１３年度都立

学校職員一般健康診断を実施するため、教育庁体育部検診委託医療機関選定委員会により選定

された医療機関６団体（以下「検診機関」という ）とそれぞれ単価契約（各契約の推定総金額。

， ， 、 ． ． ． ． ）の計：２億５ ５２６万９ ８２４円 契約期間：平成１３ ７ １９～平成１４ ３ ２９

により、成人病検診ほか２検診（全２４検査）を委託している。

ところで、部は、契約の締結に当たり、検診機関に対する仕様説明会において、平成１３年

度の計画単価に基づき、検査別の契約希望単価を示しているが、基本項目検査及び脂質検査の

２検査について、それぞれの契約希望単価を誤って示している。

しかしながら、その誤った契約希望単価を予定単価として設定し検診機関と契約したことか

ら、表１のとおり、１４１万余円が過大支出となっている。

部は、単価契約の締結に当たっては、予定単価の設定を適切に行われたい。

（ 福利厚生部 ）

（表１）基本項目検査及び脂質検査の委託経費 （単位：円）

検 査 名 受 診 者 数 計画上の経費(Ａ) 現行の契約(Ｂ) 差額(Ａ－Ｂ)

(人) 単価 金 額 単価 金 額

基本項目検査 ２，６１２ 940 2,455,280 1,710 4,466,520 △ 2,011,240

脂質検査 ７７８ 1,710 1,330,380 940 731,320 599,060

合 計 3,785,660 5,197,840 △ 1,412,180
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（歳 出）

（３）指名業者選定委員会の開催内容について明確化を図るべきもの

教育庁は、東京都教育委員会の所掌に係る事項に関する契約の委任等に関する規則（昭和４

６年東京都教育委員会規則第６０号）に基づき同委員会教育長に委任された、同規則第１条に

規定する予定価格８，０００万円未満の工事等の契約について、東京都教育庁工事指名業者選

定委員会規程に基づき、指名業者選定委員会を開催し、指名競争入札等を実施することとして

いる。

、 、 、 、ところで 総務部は 表２のとおり 平成１３年度に指名業者選定委員会を開催しているが

部は、開催に当たって必要となる選定議案の保存年限が１年であるにもかかわらず、議案文書

を廃棄している。また、選定経過を明らかにするための議事録は作成していない。このため、

指名業者選定委員会の審議が適正に行われたかどうかが、不明であることが認められた。

部は、指名競争入札の適正な運営を確保する上から、指名業者選定委員会の開催内容につい

て明確化を図られたい。

（ 総 務 部 ）

（表２）指名業者選定委員会開催状況

開催年月 開催回数 選 定 業 種（選定件数） 入札回数

平成13年４月 ２回 賃借業務ほか１業種 (２件) ２回

平成13年６月 ５回 建築ほか７業種 (５７件) ５回

平成13年７月 ２回 一般土木ほか４業種 (６件) ２回

平成13年８月 １回 給排水ほか２業種 (３件) １回

平成13年９月 ３回 電気ほか６業種 (８件) ３回

平成13年10月 ４回 防水ほか８業種 (２４件) ４回

平成13年11月 ３回 賃貸業務ほか７業種 (１８件) ３回

平成13年12月 ２回 建築ほか６業種 (１５件) ２回

平成14年１月 １回 電気ほか２業種 (５件) １回

平成14年２月 １回 建築設計ほか２業種 (４件) １回

平成14年３月 １回 賃貸業務 (１件) １回

合 計 ２５回 （選定数１４３件） ２５回

（財 産）

（４）タクシーチケットの管理を適正に行うべきもの

東京都物品管理規則（昭和３９年東京都規則第９０号）第２５条第２項によれば、物品管理

者は、金券類その他出納長が指定する物品については、物品受払簿を備え、その使用状況を明

らかにしておかなければならないとされている。
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しかしながら、学務部において、タクシーチケットの使用状況について見たところ、平成１

３年１０月２４日以降、使用実績（２１冊（１冊５０枚組 ）があるにもかかわらず、物品受払）

簿の記帳が一切されておらず、監査日（平成１４．６．１２）現在も、同様な状況となってい

ることが認められた。

部は、タクシーチケットの管理を適正に行われたい。

（ 学 務 部 ）

３ 意見・要望事項

（その他）

（１）外国語教育指導員の資格認定を確実な方法により行うよう指導すべきもの

指導部は、外国語教育の振興を図るため、英語等を母国語とする在京外国人を外国語教育指

導員（以下「指導員」という ）として各都立高等学校に配置することとしている。。

ところで、この指導員については、各学校で契約（１時間当たり６，５００円）を締結して

いるが、その資格認定の要件については、平成１３年度外国人英語等教育指導員配置要綱に基

づき、

① 英語等使用国の大学卒業程度の資格を有するか、それと同程度であること

② 外国語としての英語等の教育に関心があり、高等学校の教育に携わるのにふさわしい者で

あること

③ 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号。以下「入管法」という ）第２条。

の２、別表第一及び第二により 「教育 ・ 定住者 ・ 永住者 ・ 日本人の配偶者等」の在留、 」「 」「 」「

資格を取得しているか、又はこれ以外の在留資格で入管法第１９条第２項により資格外活動

の許可を受け、指導員としての活動を認められた者であること

で、学校長が適任であると認めた者であるとしている。

しかしながら、平成１３年度において各学校に配置された指導員の資格認定について見たと

ころ、表３のとおり、

① 大学卒業程度等の資格認定について、口頭のみ又は履歴書のみで行ったもの

② 入管法の在留資格の認定について、口頭のみで行ったもの

が見受けられ、指導員の資格認定の方法に適切を欠いていることが認められた。

部は、指導員の資格認定を確実な方法により行うよう、各学校を指導されたい。

（ 指 導 部 ）
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（表３）平成１３年度指導員の資格認定（事例）

大学卒業の

高 校 名 資格認定等 在留資格の認定 在留期間 在留資格の内容

Ｂ 校 単位取得証明 ビザ等 永 住 永住者

Ｃ 校 口頭のみ ビザ等 平成16年10月 日本人の配偶者

Ｄ 校 口頭のみ 口頭のみ 不 明 不 明

Ｅ 校 口頭のみ ビザ等 平成13年 6月 人文知識・国際業務

Ｆ 校 口頭のみ 口頭のみ 不 明 不 明

Ｇ 校 証明書確認 ビザ等 平成15年 9月 人文知識・国際業務

Ｈ 校 指導部の紹介文 ビザ等 平成17年 2月 不 明

Ｉ 校 履歴書のみ ビザ等 平成14年 7月 日本人の配偶者

Ｊ 校 口頭のみ ビザ等 平成15年11月 人文知識・国際業務

Ｋ 校 卒業証明書 ビザ等 平成16年 3月 日本人の配偶者

Ｌ 校 修了書 ビザ等 平成15年 3月 日本人の配偶者
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（別表）実地監査場所一覧表

実地監査場所 本 庁 事 業 所

局 名

知 事 本 部 秘書部、政策部、企画調整部

総 務 局 総務部、行政改革推進室、Ｉ 公文書館、職員研修所、三宅支庁

Ｔ推進室、人事部、行政監察

室、行政部、災害対策部、勤

労部、法務部、統計部、人権

部

大 学 管 理 本 部 管理部 都立大学、短期大学、科学技術大学、

保健科学大学

、 、 、財 務 局 経理部 主計部 財産運用部

庁舎管理部、営繕部

主 税 局 総務部、税制部、課税部、資 千代田・中央・台東・品川・渋谷・杉

産税部、徴収部 並・練馬・足立・青梅・八王子・町田

各都税事務所

生 活 文 化 局 総務部、広報広聴部、文化振 消費生活総合センター、計量検定所、

興部、都民協働部、私学部、 東京ウィメンズプラザ

消費生活部

都 市 計 画 局 総務部、都市づくり政策部、 多摩建築指導事務所

都市基盤部、都市防災部、市

街地建築部

環 境 局 総務部、環境改善部、自動車 環境科学研究所、多摩環境事務所、廃

公害対策部、自然環境部、廃 棄物埋立管理事務所

棄物対策部、環境評価部

福 祉 局 総務部、生活福祉部、高齢者 東村山老人ホーム、板橋ナーシングホ

部、子ども家庭部、生涯福祉 ーム、東村山ナーシングホーム、老人

、 、部、保険部 医療センター 多摩老人医療センター

児童会館、児童相談センター、誠明学

園、萩山実務学校、心身障害者福祉セ

ンター

健 康 局 総務部、医療政策部、医療サ 監察医務院、大塚・北多摩・南多摩各

ービス部 食品医薬品安全部 看護専門学校、北療育医療センター、、 、

地域保健部 府中療育センター、中部総合精神保健

、 、福祉センター 精神保健福祉センター
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実地監査場所 本 庁 事 業 所

局 名

（ 健 康 局 ） 衛生研究所、食品指導センター、市場

衛生検査所、多摩川・秋川・南多摩・

三鷹武蔵野・多摩小平各保健所、動物

愛護相談センター

病 院 経 営 本 部 経営企画部、サービス推進部 広尾・大久保・大塚・駒込・豊島・荏

原・墨東・府中・神経・清瀬小児・八

王子小児・松沢・梅ヶ丘各病院・母子

保健院

産 業 労 働 局 総務部 産業政策部 商工部 農業・林業・水産・畜産各試験場、農、 、 、

観光部、農林水産部、労働部 業・林業各事務所、産業技術研究所、

皮革技術センター、中央・大崎・新宿

・八王子各労政事務所、品川・板橋・

立川・亀戸・飯田橋・足立・王子・赤

羽・大田・江戸川・府中・八王子各技

術専門校、東京障害者職業能力開発校

中 央 卸 売 市 場 管理部、事業部 築地・食肉・大田・淀橋・北足立・世

田谷・板橋各市場

住 宅 局 総務部、地域住宅部、民間住 東部・南部・北部各住宅建設事務所

宅部、住宅経営部

建 設 局 総務部 用地部 道路管理部 第一・第二・第三・第四・第五・第六、 、 、

道路建設部、公園緑地部、河 ・第七・西多摩・南多摩東部・南多摩

川部、市街地整備部、多摩ニ 西部・北多摩南部・北多摩北部・新交

ュータウン事業部 通各建設事務所、土木技術研究所、東

部・西部公園緑地事務所、恩賜上野動

、 、 、物園 多摩動物公園 江東治水事務所

第一・第二各区画整理事務所、再開発

事務所、多摩ニュータウン整備事務所

、 、港 湾 局 総務部、港湾経営部、臨海開 東京港管理事務所 東京港防災事務所

発部、港湾整備部、離島港湾 東京港建設事務所、調布飛行場管理事

部 務所

出 納 長 室 出納長室 千代田・青梅・八王子・町田各出納事

務所
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実地監査場所 本 庁 事 業 所

局 名

東 京 消 防 庁 総務部、人事部、警防部、防 消防学校、消防科学研究所、中野・石

災部、救急部、予防部、指導 神井・大森・目黒・牛込・新宿・日本

広報部、装備部 橋・臨港・赤坂・麹町・本所・尾久・

玉川・調布・本田・小岩・赤羽・西新

井・武蔵野・東村山各消防署

交 通 局 経営企画室 総務部 職員部 荒川電車営業所、新橋・巣鴨・市ヶ谷、 、 、

電車部、自動車部、車両電気 ・西新宿・大門各駅務管理所、早稲田

部、建設工務部 ・巣鴨・北・南千住・臨海・深川各自

動車営業所

水 道 局 総務部、職員部、経理部、営 中央・東部第一・東部第二・西部・南

業部、浄水部、給水部、建設 部第一・南部第二・北部各支所、千代

部 田・港・豊島・文京・台東・江東・墨

多摩水道改革推進本部調整部 田・江戸川南・江戸川北・荒川・足立

・施設部 東・足立西・葛飾・新宿・中野・杉並

東・杉並西・大田南・大田北・品川・

世田谷東・世田谷西・目黒・渋谷・練

馬東・練馬西・板橋南・板橋北・北・

赤羽各営業所、水運用センター、水質

センター、水源管理事務所、村山山口

・小河内各貯水池管理事務所、東村山

・玉川・金町・朝霞・三園各浄水管理

事務所、境・小作・砧・長沢・三郷各

浄水場、東部・西部各建設事務所、水

道特別作業隊、多摩ニュータウン事務

所、工業用水道事務所

下 水 道 局 総務部、職員部、経理部、業 中部・北部第一・北部第二・東部第一

務部、計画調整部、施設管理 ・東部第二・西部第一・西部第二・南

部、建設部 部各管理事務所、砂町・森ヶ崎各水処

流域下水道本部管理部・技術 理センター、中部建設事務所、三河島

部 ・中川・小台・小菅・葛西・落合・新

河岸各処理場
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実地監査場所 本 庁 事 業 所

局 名

教 育 庁 総務部、学務部、人事部、福 中央・多摩各図書館、教職員研修セン

利厚生部、指導部、生涯学習 ター、教育相談センター、多摩社会教

スポーツ部 育会館、多摩教育事務所、八潮・一橋

・新宿・青山・明正・松原・石神井・

井草・大泉北・武蔵丘・永福・城北・

板橋・高島・北野・向丘・竹早・上野

・淵江・足立西・日本橋・白鴎 農産・

・水元・城東・小松川・東・町田・小

川・成瀬・忠生・山崎・片倉・館・八

王子北・立川・拝島・農林・多摩・青

梅東・小平南・田無・保谷・清瀬東・

神代・調布南・永山・府中西各高等学

校、芝・四谷・第四・赤羽・台東・第

五各商業高等学校・鮫洲・小石川・世

田谷・荒川・小金井各工業高等学校、

葛飾盲学校、杉並・立川各ろう学校、

高島・城北・八王子・あきる野学園・

清瀬・府中・府中朝日・多摩各養護学

校、航空高等専門学校

警 視 庁 総務部、警務部、交通部、警 万世橋・愛宕・高輪・東京水上・荏原

備部、地域部、刑事部、生活 ・池上・世田谷・碑文谷・原宿・四谷

安全部 ・高井戸・本富士・下谷・蔵前・千住

・綾瀬・本所・葛飾・小松川・小平・

三鷹・青梅・八王子・王子各警察署

選挙管理委員会事務局 選挙管理委員会事務局

人 事 委 員 会 事 務 局 任用公平部、試験室

監 査 事 務 局 監査事務局

地方労働委員会事務局 地方労働委員会事務局

収 用 委 員 会 事 務 局 収用委員会事務局

議 会 局 管理部、議事部
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